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1．はじめに

　現代の産業社会における技術（特に製造業
の生産技術）は主に「研究開発努力（research 

and development effort）」の産物であり，企業
にとってはさらなる生産性向上の源である。ま
た，企業は技術によって激しい競争を乗り越え
成長や安定を収めることができ，社会全般に
とって技術は新たな活力を生み出す原動力と考
えられる。
　伝統的経済学の中の企業は，所与とされる
企業環境の下で価格の機能を中心に動く市場
メカニズム（market mechanism）の中で最適
化（利益最大化や費用最小化）のために，自分
の用いるインプットと自分の産出するアウト
プットの数量および価格をいくらにするべきで
あるかという問題に焦点を当てるのみで，能動
的に技術を創り出しそれを活用するような存在
ではない。しかし，現代企業の多くは需要関数
（demand function）や費用関数（cost function）
といった企業環境を所与のものとしてそのまま
受け入れるのではなく，むしろ新しい技術に

よって新製品や新サービスを創り出し企業環境
が自分にとって有利なものとなるよう市場に働
きかけその結果を見据えながらインプットを導
入しアウトプットの生産量や価格を決めてい
る。すなわち，現代の企業は環境から影響を受
けながらも，積極的に環境を制御しようとする
存在といえよう。
　企業が自分を取り巻く環境を制御するために
取り得る行動は，環境制御のために取り入れる
手段の種類によって「直接的資源投入，経験効
果の利用，および企業組織の調整」の3つに大
別される。直接的資源投入とは，製品差別化
や生産コストの低減を目的として直接資源を
投入する行動と定義することができる。製品
差別化を目的とする広告宣伝（advertisement）
や生産コストの低減を目的とする研究開発
（research and development）などがその代表例
である。本研究では直接的資源投入としての研
究開発に的を絞り，それを理論的に考察した
後，日本の製造業における研究開発投資の現状
を概観するとともに，積極的に研究開発活動を
行っている日本の3工業（化学工業，電気電子
通信機械器具製造業，輸送用機械器具製造業）
の技術知識ストックを測定しそれに基づいて上
記3工業の研究開発投資の効率性を調べる。本
研究で検証を試みる仮説と付属論点は次のとお
りである。

仮説：
研究開発活動は製造業の付加価値（効率）
を高める。
付属論点①：

最新データで探る日本製造業の研究開発投資の効率性

張 　 本 　 　 　 浩



東京国際大学論叢　商学・経営学研究　第 1号　2015年 9月̶  2  ̶

積極的に研究開発活動を行っている3工業の
間に研究開発活動の成果に差が存在する。
付属論点②：
製造業において1990年代と2000年代の研
究開発活動の成果に差が存在する。

　本研究は以上の仮説と論点を実証するために
あくまでも日本の製造業の数値データを用いた
定量的分析をメインとし，研究開発の質の検証
（定性的分析）は今後の研究に委ねることにする。

2．先行研究

　研究開発の効率性に関する研究において先駆
的かつ代表的な研究者としてはGriliches（1980）
とLev and Sougiannis（1996）があげられる。1）

両者の研究モデルは類似しており，後者は前者
の研究を継承していると思われる。彼らの研究
モデルは以下のように表される。

 Q＝TF(C, L)

 T＝G(K, O) （2.1）
 K＝∑w

i
R

t－ i
 

　上式で，Qはアウトプット（売上高，あるい
は付加価値），CとLはそれぞれ資本投入量と
労働投入量，Tは平均技術達成水準（全要素生
産性），Kは累積研究開発資産，Oは生産性に
影響を及ぼす他の要因，Rは各期に支出された
研究開発投資，wは技術知識の現状に対する過
去の研究開発の重み，を表す。そして，F関数
とG関数は通常「コブダグラス（Cobb-Douglas）
型生産関数」として具体化される（べき）とし
ている。
　このモデルは研究開発の効率性の研究で用い
られる典型的なものであり高い合理性を持って
いると思われるので本研究ではこのモデルを基
本に据えるが，（2.1）式を具体化する過程で，
技術知識ストック（K and/or T）の求め方に独
自の視点や方法を用い，研究開発の効率性の指
標として回帰推定係数の他に新しい効率性指標

を求めて利用する。言い換えると，本研究で
は「企業の付加価値に対する技術・資本・労働
の効果を数値化する」という長年の研究テーマ
に沿ってデータを収集し，そのデータを当ては
めるための回帰モデルとしては合理的かつ実用
的な生産関数として多くの経済・経営研究で用
いられている「コブダグラス（Cobb-Douglas）
型生産関数」に基づいたモデルを採用する。し
たがって，本研究は基本的に経済学の典型的な
生産関数モデルに基づいて研究開発の効率性の
測定を試みるという伝統的な研究の流れに属す
るものであるが，研究開発を理論的に考察した
り，技術知識ストックの求め方に確率的要素を
組み込み，回帰により得られる「技術知識ス
トックの産出弾力性」の他に研究開発投資の収
益率として「技術知識ストックの限界生産性」
をも求めて利用するなど先行研究とはやや異な
る視点や改良が導入されている。その他の研究
開発関連の先行研究やその概要については「4.2

節」を参照されたい。

3．研究開発投資の理論的考察

　企業が一定期間中に生産する製品の生産量
（需要）をQ，製品の価格をp，研究開発投資額
を i，単位生産費用をc，固定費用をFCで表わ
せば，この企業の一定期間中の総費用（TC）は

 TC＝FC＋cQ＋ i （3.1）

と書くことができる。c＝ f(i)と仮定すると，
研究開発投資額（i）が増えると単位生産費用
が低下すると考えられるので「dc/di＜0」で
ある。
　一定期間中の利益をπで表し，需要関数をQ

＝g(p)と仮定すると，企業の利益は

 π＝pQ－(FC－cQ＋ i) （3.2）

と表される。ここで利益を最大にする製品価格
と研究開発投資額を求めるために，（3.2）式を
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pと iのそれぞれについて偏微分しそれらをゼ
ロとおくと，

 
（3.3）

  
（3.4）

の式が得られ，この（3.3）式と（3.4）式の両
方を同時に満たすpと iの値がわれわれの求め
る最適解である。
　（3.3）を解くと，

 
 

（3.5）

となるが，上式の右辺は限界収益（marginal 

revenue）であり，需要の価格弾力性（e）の概

念を導入すると，それは となる2）ので，

（3.5）式は

  
（3.6）

と表わされる。
　単位生産費用の研究開発投資弾力性（研究
開発投資額を1％変化させると単位生産費用が
何％変化するかを表わす指標）をγとすると，
（3.4）は

 i＝γ cQ （3.7）

となる。ただし，γ＝－(i/c)(dc/di)である。
　また，（3.6）と（3.7）により

 
 

（3.8）

の式が得られる。この式は，収益に対する研究
開発投資額の比率（以下「対収益研究開発投資
比率」と略称する）を表し，企業が研究開発を

行うとき，収益のなかからどれくらいの額を研
究開発投資にまわすべきかを決めるときの基準
として使える。（3.8）によると，単位生産費用
の研究開発投資弾力性（γ）が大きければ対収
益研究開発投資比率は高くなり，需要の価格弾
力性（e）が大きくても対収益研究開発投資比
率は高くなることが予想される。
　以上は環境制御のための企業努力として一回
の研究開発投資に限った場合の極めて単純な分
析である。すなわち，この分析には，「長期間
にわたる企業努力」の視点が欠けており，企業
努力の効果（結果）における不確実性の存在も
考慮されていない。しかし，単純明瞭な解析的
分析により企業の研究開発投資における指針と
もいうべきものを提示していることに本考察の
意義を見出すことができる。

4．日本の製造業における研究開発投資と
技術知識ストック

4.1　研究開発投資の推移
　2013年日本の産業（金融業，保険業を除く
全産業）は2000年の研究開発投資額の1.09倍
にあたる12兆6,898億円を研究開発に投資し
た。また，2013年日本の製造業は全産業の総
研究開発投資額の88.7％にあたる11兆2,615億
円を研究開発に投資した。2000年のデータと
比較すると，投資額において14.7％伸びてお
り，対売上高研究開発投資比率でも2000年で
3.0％であったのが，2013年では4.15％に達し，
1.38倍の伸びを示している。3）

　製造業を17工業に分類すると，表1に示さ
れるように，1990年，2000年，2010年，2013

年ともに，化学工業（以下「C工業」と呼ぶ），
電気電子通信機械器具製造業（以下「E工業」
と呼ぶ），輸送用機械器具製造業（以下「T工業」
と呼ぶ）の3工業で他工業より多くの研究開発
投資が行われ，これらの3工業の研究開発投資
総額は製造業のそれのほぼ70％を占めている。
表1からはこれらの3工業の内部研究開発投資
額（各工業が自工業の研究開発のために投資し
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た額）が時間の経過とともに増加していること
が確かめられる。
　このように，内部研究開発投資額において，
製造業のなかで他工業より相対的に高い数値を
示すのは「C工業，E工業，およびT工業」で
あり，これらの3工業では他工業に比べ相対的
に旺盛な研究開発活動が行われていると考えら
れるので，以下ではこれらの3工業を便宜的に
「研究開発志向工業」と称し，その研究開発の
動向についてもう少し詳しく考察する。
　図1に示されているように，E工業の内部研
究開発投資はC工業とT工業のそれを大きく上
回っており，2005年頃までE工業ではC工業と
T工業の内部研究開発投資額の2倍以上が研究

開発に投資されている。このことは，C工業と
T工業よりE工業の方で生産コスト低減のため
の技術がより重要な要素であることと，E工業
は市場における競争に打ち勝つための手段とし
て新技術の開発を余儀なくされている可能性の
あることがうかがえる。しかし，研究開発志向
3工業ともに2007年～ 2009年の研究開発投資
額は減少しており，C工業とT工業よりE工業
の方でより大きく減少している。（図1参照）
　研究開発志向3工業の内部研究開発投資額の
傾向変動を確かめるために，「内部研究開発投
資額を被説明変数，年次（年度－1989）を説
明変数」として1990年以降のデータを用いて
単回帰を行った結果，説明変数の推定係数が

表 1　製造業の内部研究開発投資額

（出所）『科学技術研究調査報告／産業，売上高階級別研究関係従業者数及び社内使用研究費（企業）1985年版
～ 2014年版』総務庁統計局．
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「C工業300.66（t値12.38），E工業173.28（t値
1.81），T工業499.16（t値9.58）」となったので，
研究開発志向3工業とも時間の経過とともに内
部研究開発投資額は増加傾向にあり，T工業の
増加傾向がもっとも強くE工業の増加傾向が
もっとも弱いことがわかる。
　次に，他工業で研究開発志向工業関連の研究
開発に投資された総額を求める。そのために，
t年度の j工業における i工業分野への研究開発
投資額をR

t
(ji)とすると，t年度に他工業で支

出された i工業分野の総研究開発投資額は

 R
t
'(i)＝∑

j
 R

t
(ji)，ただし i≠ j （4.1）

となる。以下ではこれを「i工業の外部研究開
発投資額」と呼ぶことにする。
　製造業に属する諸工業の「製品・サービス分
野別社内使用研究費」を基に求めた外部研究開

発投資額においては，表3および図2に示され
ているように，E工業とT工業では増加傾向が
見られるのに対して，C工業ではほぼ横ばいの
状態が続いている。また，研究開発志向3工業
とも2008年以降では投資額が減少し，特にE

工業に対する投資額は急減している。
　研究開発志向3工業の「外部研究開発投資額
を被説明変数，年次（年度－1989）を説明変
数」として1990年以降のデータを用いて単回
帰を行った結果，説明変数の推定係数が「C工
業17.03（t値2.29），E工業61.90（t値2.12），T

工業128.10（t値15.01）」となったので，研究
開発志向3工業とも時間の経過とともに外部研
究開発投資額は増加傾向にあるものの，T工業
の増加傾向がもっとも強くC工業の増加傾向が
もっとも弱いことがわかる。さらに，C工業の
外部研究開発投資額は90年代以降ほとんど伸
びておらず，2000年代にはT工業の外部研究開

図 1　内部研究開発投資額の推移

表 2　内部研究開発投資額

（単位：億円）

（出所）『科学技術研究調査報告／産業，売上高階級別研究関係従業者数及び社内使用研究費（企業）1985年版
～ 2014年版』総務庁統計局．



東京国際大学論叢　商学・経営学研究　第 1号　2015年 9月̶  6  ̶

発投資額をも下回るようになっている。

4.2　 技術知識ストック（technologh & know 
　ledge stock）

　企業の生産活動のアウトプット（製品やサー
ビス）が過去の設備投資によって形成される資
本ストック（capital stock）から生み出される
のと同じように，企業の保有する技術知識は主
に企業が過去に投じた研究開発投資によって創
られ技術知識ストックとして企業内に保持され
ると考えることができる。
　後藤（1993）は「企業の有する技術知識の大
部分は，過去の研究開発によって生み出された
知識，経験の積み重ねからなっている。多くの
研究開発のケーススタディは，過去の研究開発
から得られた知識・経験をベースとしてさらに
新たな研究開発を付け加えることによって技術
進歩が実現されることを示している。……。企

業の生産活動にとって重要なのはこのような過
程を経て蓄積されてきた知識・経験のストッ
クである」と述べる。4）また，Griliches（1998）
は「生産性に対する過去の研究開発投資の影
響については次の3点を考慮しなければならな
い。第1に考慮すべき点は，研究開発投資が行
われてから実際に新しい発明（新しい知識や新
製品）が生まれるまでの時間的遅延（time lag）
である。第2に考慮すべき点は，研究開発に
よって造られる新しい発明（新しい知識や新製
品）がマーケットによって確実に受け入れられ
るまでの時間的遅延である。最後に考慮すべき
点は，外部環境の変化や競争者が生み出すより
新しい知識や新製品によって現在の知識や製品
が陳腐化（obsolescence）することである」と
説く。5）すなわち，研究開発には，研究開発投
資が行われてから実際に新しい知識や新製品が
発明されそれがマーケットによって確実に受け

表 3　外部研究開発投資額

（単位：億円）

（出所）『科学技術研究調査報告／産業，製品・サービス分野別社内使用研究費（支出額）（資本金 1億円以上の企業）
1985年版～ 2014年版』 総務庁統計局．

図 2　外部研究開発投資額の推移
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入れられるまでにはある程度の時間がかかり，
どのような技術や製品でも外部環境が変わった
りあるいは現在の技術や製品より優れたものが
発明されたりすることによって現在の技術や製
品が相対的に古くなった場合，現在の技術や製
品は陳腐化していくということである。
　研究開発とその成果に関する以上の諸見解を
まとめると，「新しい技術知識は過去の研究開
発投資の蓄積としての技術知識ストックによっ
て創られるが，研究開発投資が行われてから新
しい技術知識が創られるまでには時間的遅延が
伴う。また，古くなった技術知識は陳腐化し技
術知識ストックから流出していく。したがっ
て，技術知識ストックは研究開発投資によって
増加し，陳腐化によって減少する」ということ
になる。以下，技術知識ストックの形成と密接
な関連をもつ「時間的遅延」と「陳腐化」につ
いての先行研究の結果をまとめる。
　研究開発を広義に捉えると，研究開発とは，
研究開発投資によって生み出される新製品や新
サービスなどがマーケットに根を下ろし企業の
収益や利益に何らかの影響を及ぼすまでの諸活
動であり，それらの諸活動の遂行にかかる時間
（研究開発投資が行われそこから生み出される
新製品や新サービスが企業の収益や利益に反映
されるまでの時間）は一般に「研究開発リード
タイム（R&D lead time）」と呼ばれている。
　鈴木・宮川（1986）の推計によると，「基礎，
応用，開発すべての平均において，日本の製造
業の平均研究開発リードタイム（1981年）は
2.8年であり，C工業で3.7年，E工業で2.1年，
T工業で3.0年である。それに対して，アメリ
カの製造業の平均研究開発リードタイム（1978

年）は3.9年であり，C工業で4.2年，E工業で
3.0年，T工業で4.0年である。」という。6）また，
渡辺（1998）の分析によると，「1970年代以降，
技術の陳腐化率が高まるとともに技術開発競争
が激しくなった結果，研究開発の期間が段々短
くなってきている。例えば，日本の製造業にお
ける研究開発リードタイムは，1970年に平均3.6

年であったのが，1978年には3.3年となり，1993

年には2.9年にまで短縮されている」という。7）

　次に，現在の技術知識は外部環境の変化やよ
り新しい技術知識の出現により陳腐化していく
のが一般的である。このような技術知識の陳腐
化は概ね次のような原因によって引き起こされ
ると考えられている。第1に，技術革新の結果
としてより魅力的な技術・製品・プロセスが利
用可能となり，それによって既存の技術・製
品・プロセスの利用価値が低下し陳腐化してい
く。企業が研究開発活動によって新しい技術を
獲得しそれによって収益をあげるには，その技
術を体化した新製品や新サービスを販売する
か，あるいは新技術自体を他企業にライセンス
販売するかの2つの方法があるが，より魅力的
な新技術が出現すると，それら2つの方法が取
れなくなり，より古い技術は陳腐化せざるを得
なくなる。技術知識の陳腐化の第2の原因は，
時間の経過とともに特定の新しい技術知識が組
織外部に漏洩されその専門性が薄れることであ
る。すなわち，外部者に新しい技術知識が模倣
されもはや新しい技術知識でなくなるという現
象がおこるのである。
　技術知識の陳腐化に関しては，Griliches

（1998）は「80年代のヨーロッパではおよそ半
分ほどの特許が10年以内で更新されそのほと
んどが相当期間中一定の有用性を保つと期待さ
れたが，10年を過ぎて更新された残り半分ほ
どの特許はその特許の将来収入の期待値が低い
更新コストを下回った。このことは時間の経過
とともに大多数の特許の価値が急速に陳腐化す
ることを示唆する」と述べ，8）渡辺（1998）は
日本の製造業における技術の陳腐化率を「1970

年平均8％（平均寿命12.5年），1980年平均
10％（同10年），1993年平均12％（同8.5年）」
と推定している。9）

　以上のデータから日本では80年代以降激し
い技術開発競争により企業の研究開発投資が急
激に増えるとともに技術知識の陳腐化率が大き
くなり，企業側では技術知識の陳腐化率の増
大への対応策の1つとして研究開発のスピード
アップ（研究開発リードタイムの短縮）が図ら
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れている可能性がうかがえる。
　以上のことを要約すると，「フローとしての
研究開発投資によって技術知識ストックが増加
する。研究開発投資が行われた後，技術知識ス
トックが増えるまでには時間的遅延が介在し，
新しい技術知識の開発によって古い技術知識は
陳腐化していく（技術知識ストックが減少す
る）」ということになる。
　このように新しい技術知識はフローとしての
研究開発投資の積み重ねによって創り出される
と考えられるが，それを具体的に把握するのは
大変難しい。技術情報が人や物に体化され可視
的なデータとして存在しない場合も多く，例え
技術情報が設計図やマニュアルのような形で明
示されている場合でもその評価と具体化には
様々な問題が含まれるのが普通である。そこ
で，ここでは，これまでの考察に基づき，当期
の技術知識ストックの形成に関わる要素とし
て，（a）前期の技術知識ストック，（b）当期以
前の研究開発投資額，（c）自然変動要因，およ
び（d）陳腐化率，の4つに限定し，次のよう
にして技術知識ストックを算出する。

  
（4.2）

　S ：技術知識ストック
　m ：研究開発投資の有効期限
　 λ ： （研究開発投資の）技術知識ストックへ

の変換率
　IN ：研究開発投資額
　 ρ ：技術知識ストックの陳腐化率

　研究開発投資の有効期限（m）については，
現実値を捉えることは大変難しいので，鈴木・
宮川（1986）および渡辺（1998）の分析結果
の数値を参考にしてm＝3と仮定する。すなわ
ち，研究開発投資は去年の投資から3年前の投
資までが今年の技術知識ストック形成に影響を
与えるとする。また，研究開発活動は不確実性
が高く（確実に成果を得ることの保証はなく），
その成果は研究開発投資が行われてからある程

度の時間が経過しないと得られない性質のも
のと思われるので，変換率（λ）については，
「λ

t－1
：平均値0.05，標準偏差0.005，λ

t－2
：平

均値0.1，標準偏差0.01，λ
t－3
：平均値0.2，標

準偏差0.02」の正規分布に従う変数と仮定する。
　技術知識ストックの陳腐化率（ρ）は，今節
の先行研究の数値を参考にして，10％と仮定す
る。また，技術知識ストックは1985年～ 2013

年の数値を推定しなければならないが，その
ときに規定値として必要な初期値（1984年度
の技術知識ストック）としては1984年度の研
究開発投資額を用いた。このようにして求めた
製造業（表1の17工業）および研究開発志向3

工業の技術知識ストックは「表4」のように表
わされる。まず，表4から，製造業および研究
開発志向3工業の技術知識ストックが時間の経
過とともに持続的に増えていることが確かめ
られる。研究開発志向3工業の技術知識ストッ
クの傾向変動を確かめるために，「技術知識ス
トックを被説明変数，年次（年度－1989）を
説明変数」として1990年以降のデータを用い
て単回帰を行った結果，説明変数の推定係数が
「C工業1965.10（t値37.10），E工業4210.84（t

値24.59），T工業2242.13（t値59.19），製造業
9983.38（t値36.37）」となったので，製造業お
よび研究開発志向3工業とも時間の経過ととも
に技術知識ストックは増加傾向にあり，E工業
の増加傾向がもっとも強いことがうかがえる。
しかし，2000年の技術知識ストックを1990年
のそれで割って見ると，「製造業2.16倍，C工
業2.06倍，E工業2.37倍，T工業2.06倍」となる。
ところで，2013年の技術知識ストックを2000

年のそれで割って見ると，「製造業1.42倍，C

工業1.42倍，E工業1.33倍，T工業1.64倍」と
なり，研究開発志向3工業とも2000年代に入り
技術知識ストックの伸び率は1990年代のそれ
に比べて相対的に大きく低下していることがわ
かる。ところで，研究開発志向3工業の中で技
術知識ストックの伸び率の減少がもっとも小さ
いのはT工業となっている（表5参照）。
　「表6と図3」は各年度の「付加価値（＝産

⎧
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎩
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出－中間投入）÷技術知識ストック」の数値を
もとに作成されたものである。これらによる
と，次の4点の傾向が浮かび上がる。
　第1に，E工業以外の製造業の「単位技術知
識ストックあたり付加価値（以下，単位技術知
識付加価値と略称する）」が年々低下している。
製造業および研究開発志向3工業の単位技術知
識付加価値の傾向変動を確かめるために，「単
位技術知識付加価値を被説明変数，年次（年度
－1993）を説明変数」として1994年以降のデー
タを用いて単回帰を行った結果，説明変数の推
定係数が「C工業－0.043（t値－12.21），E工
業0.071（t値10.21），T工業－0.042（t値－5.70），
製造業－0.097（t値－7.69）」となり，E工業だ
けが僅かながら時間の経過とともに単位技術知
識付加価値が増加傾向を示すものの，製造業や
その他の2工業ではすべて減少傾向を示す。E

工業の場合，2002年までは単位技術知識付加
価値が1を下回っていたが，2003年からは一貫
して1を上回るようになっている。C工業とT

工業の場合は両方とも1994年以降単位技術知

識付加価値が持続的に減少している。単位技術
知識付加価値を企業のパフォーマンスに対する
研究開発投資の効果を示す1尺度と考えると，
E工業以外の製造業の単位技術知識付加価値が
持続的な減少傾向を示すということはE工業以
外の製造業において企業のパフォーマンスに対
する研究開発投資の効果が年々薄れているとい
うことになる。
　次に，研究開発志向3工業の単位技術知識付
加価値は製造業全体のそれを大きく下回ってい
る。これは，製造業に属する他の工業より研究
開発志向3工業の方で企業のパフォーマンスに
対する研究開発投資の効果がより小さいことを
物語る。
　第3に，研究開発志向3工業のなかで研究開
発投資額がもっとも大きかったE工業の単位技
術知識付加価値が2000年以降改善されている
のに対して，C工業とT工業のそれは悪化して
いる。
　最後に，研究開発志向3工業の中で全期間を
通じてもっとも単位技術知識付加価値が高いの

表 4　技術知識ストック

（単位：億円）

表 5　技術知識ストックの傾向変動
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はT工業となっている。
　以上の考察により，単位技術知識付加価値
においては次のような3点の特徴が見受けら
れ る。
　第1に，E工業以外の研究開発志向工業にお
いて単位技術知識付加価値が年々減少している
ことである。次に，研究開発投資額（技術知識
ストック）の多いE工業やC工業よりそれの少
ないT工業の方で単位技術知識付加価値が全体
的に高いことである。最後に，製造業および研
究開発志向3工業のすべてにおいて2009年の単
位技術知識付加価値が急減しその後徐々に回復
していることである。これは，2008年に起き
た「リーマン・ショック」の影響を示している
ものと考えられる。

5．研究開発投資の効率性の推定

　企業のアウトプット（付加価値）は技術知識
ストックだけではなく，それ以外のファクター
（資本や労働）からも影響を受けると考えられ
る。したがって，この節では重回帰分析を用い
て各独立変数の産出弾力性を求め，それによっ
て研究開発投資が付加価値に及ぼす影響（研究
開発投資の効率性）を数値化することにする。
　そのためにここでは合理的かつ実用的な生産
関数として多くの経済・経営研究で利用されて
いる「コブダグラス（Cobb-Douglas）型生産
関数」モデルに基づいて以下のような関数を設
け る。

 Y＝Aeγ tSαK βL1－β （5.1）

表 6　単位技術知識ストックあたりの付加価値

図 3　単位技術知識ストックあたり付加価値の推移
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Y：付加価値
S：技術知識ストック
K：資本ストック
L：労働投入量

　（5.1）式において，γは例え技術知識ストッ
クがゼロであっても生ずるであろう「非体化技
術進歩率」であり，tは基準年から測った年次，
αは「技術知識ストックの産出弾力性」，βは「資
本の産出弾力性」である。
　次に，技術知識ストックの限界生産性（技術
知識ストックが1単位増えたときに得られる付
加価値の増加分）を研究開発投資の収益率（τ）
と考えると，

 
 （5.2）

となる。
　実測データを用いて回帰を行うために，まず
（5.1）式の中のA＝1とし，次に（5.1）式の両
辺をLで割った後対数化して整理すると，次式

が得られる。

 ln(Y/L)＝α ln S＋β ln(K/L)＋γ t （5.3）

　（5.3）式による回帰（regression）に使用す
るデータは，科学技術研究調査報告，国民経済
計算年報，民間企業資本ストック，等々から採
取した時系列データであるが，産業別研究施
設・設備の（代替）データが得られなかったた
め回帰には「研究施設・設備を含む資本ストッ
ク」の値をそのまま使用せざるを得なかった。
労働投入量は「（就業者数－研究関係従業者数）
×労働時間数」の値を使用した。
　（5.3）式による回帰の結果は「表7」と「表8」
のようにまとめられる。表のなかの最初の数値
は推定係数，括弧の中の数値は t値 /P値，「*」
は推定値が「5％有意水準で有効」，「**」は推
定値が「1％有意水準で有効」であることを表
わす。一般的に，「2＜ t＜4, 0.01＜P＜0.05」
の場合5％有意水準で有効，「t＞4, P＜0.01」
の場合1％有意水準で有効と判定される。
　まず，表7によると，製造業および研究開発

⎧
⎪
⎪
⎪
⎪
⎩

表 7　1990 年代（1985 ～ 2000）

表 8　2000 年代（1995 ～ 2013）
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志向3工業のなかで技術知識ストックの産出弾
力性（α）が有効なのはC工業のみであるが，
E工業の t値が2に近いことからE工業を考察
対象に加えると，C工業とE工業において技術
知識ストックの産出弾力性（α）と研究開発投
資の収益率（τ）が製造業のそれらを上回って
いるので，「1990年代において製造業のなかで
C工業とE工業の研究開発投資の効率が相対的
に高い」ことが認められる。技術知識ストック
の産出弾力性（α）と研究開発投資の収益率（τ）
の両方において，数値の高い方から並べると，
「E工業＞C工業＞T工業」の順になり，研究
開発志向3工業のなかで相対的に効率的な研究
開発活動を行ったのはもっとも研究開発投資額
の多いE工業であることがわかる。
　次に，表8によると，製造業および研究開発
志向3工業のすべてにおいて技術知識ストック
の産出弾力性（α）が有効ではないが，唯一 t

値が2に近いT工業の技術知識ストックの産出
弾力性（α）が他工業より高い数値を示してお
り，研究開発投資の収益率（τ）においては他
工業よりはるかに高い数値を示していることな
どから，2000年代に入り研究開発志向3工業の
なかで相対的に研究開発投資額の少ないT工業
の研究開発投資の効率性が飛躍的に高まったと
いえよう。これは2000年代に入り，電気電子
機器産業にかつての勢いが見られなくなってい
るのに対して，自動車産業はいまだかつての勢
いに衰えが見えないことと関連しているかもし
れない。
　最後に，1990年代と2000年代の両方におい
て，C工業の資本ストックの産出弾力性（β）
が有効な正の数値を示しており，装置産業とし
ての特徴を表していると考えられる。

6．結　　論

　以上の分析結果から，（a）全期間（1985～
2013）において製造業および研究開発志向3工
業の研究開発投資額は時間の経過とともに増加
傾向を見せるものの，2000年代の後半（2007

年以降）には減少に転じている。資源ストック
はストックの故全期間において持続的に増加し
ている，（b）1990年代においてはC工業とE工
業の研究開発投資が効率的である。研究開発志
向3工業のなかでは相対的に研究開発投資額の
多いE工業の研究開発投資収益率がもっとも高
いのでE工業の研究開発投資がもっとも効率的
である，（c）2000年代では推定係数の有効性
の欠如により付加価値に対する研究開発投資の
影響についての信頼性の高い結論は導き出せな
いが，「2000年代に入り研究開発志向3工業の
なかで相対的に研究開発投資額の少ないT工業
の研究開発投資の効率性が飛躍的に高まった」
可能性がある，（d）したがって，「全期間（1985

～ 2013）において日本の製造業の研究開発投
資は増加傾向にあるが，2000年代の後半では
減少している。1990年代ではC工業とE工業の
研究開発投資は効率的であった（付加価値を増
大させた）ものの，2000年代の製造業および
研究開発志向3工業の研究開発投資の効果につ
いては統計的に信頼できる結論を得ることがで
きず，T工業のみ研究開発投資の効率性が飛躍
的に高まった可能性がある」という結論を導き
出すことができる。
　相対的に研究開発投資額の多いE工業の研究
開発における効率性の低下と相対的に研究開発
投資額の少ないT工業の研究開発における効率
性の向上という結果の原因の追及は今後の定性
的研究に委ねるしかないが，日本のE工業で旺
盛に研究開発投資が行われその結果得られた技
術が2000年代に入り他国の企業に容易に模倣
されるようになり，また世界経済のグローバリ
ゼーション（globalization）によってE工業の
製品が賃金の安い国や地域で製造されるように
なったことと関係しているように考えられる。
それに対して日本のT工業で開発される技術知
識は他国の企業に簡単に模倣されることがな
く，したがって日本のT工業で創られる技術や
製品にはいまだブランド力や品質が他国より相
対的に高い状態が維持されていることが予想さ
れる。
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　以上の考察により，本研究で当初掲げた仮説
と2つの論点に対しては上記の表のような結論
が導かれる。
　各工業間または年代間における研究開発成果
の差を生み出す原因としては，経済のグローバ
リゼーション化に伴う国際競争の激化，新興国
への技術や資本の移転，新技術開発の難易度の
変化，等々のことが考えられるが，本研究のよ
うな定量分析のみでは研究開発の成果の差を生
み出す原因を特定することはできない。

　最後に，本研究はあくまでも研究開発につい
ての定量分析を行ったものであり，そこから得
られる諸結論の背後に横たわっている原因の追
究や研究開発の質についての仮説の検証（研究
開発の定性分析）には立ち入っていない。本研
究をより意味のあるものにするには研究開発の
定性分析が必要不可欠であることはいうまでも
ないが，筆者の現状における能力の不足により
それらは今後の研究課題として取り組んで行き
たい。
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English Summary

The Efficiency of Research & Development Investment 

in the Japanese Manufacturing Industries 

by Analyzing the Latest Industry Data

Hiroshi Harimoto

The actions of the firm in order to control various environmental factors such as demand function 

and/or cost function are direct resource investment, making use of experience effects, and adjustment 

of organization of the firm. Direct resource investment is actions such as product advertisement for 

the purpose of product differentiation and R&D (Research and Development) for the purpose of 

decrease in production cost. In this research, R&D investment as a kind of direct resource investment 

is focused, and the recent situation of R&D investment in the Japanese manufacturing industries is 

reviewed after considering R&D investment theoretically. In addition, technology and knowledge 

stock of the 3 Japanese manufacturing industries (chemical industry, electric & electronic industry, 

and transportation industry) which have actively engaged in R&D is measured, and the efficiency of 

R&D investment in the 3 Japanese manufacturing industries is estimated on the basis of the above 

mentioned technology and knowledge stock. In this research, the following 3 hypotheses are tested.

(1) R&D investment contributes to enhance the value-added of the firm.

(2)  There is a difference among the 3 Japanese manufacturing industries in the results of R&D 

investment.

(3)  There is a difference between the period of before-2000 and the period of after-2000 in the 

results of R&D investment.

key words:  Research and Development (R&D), R&D Leadtime, Obsolescence of Technology 

and Knowledge, Technology and Knowledge Stock (TKS), Output Elasticity of TKS, 

Earning Ratio of R&D Investment.

a table of contents

1. Introduction

2. Previous researches

3. Theoretical consideration of R&D investment

4. R&D investment, Technology & Knowledge Stock in the Japanese manufacturing industries

　4.1　Trend in R&D investment

　4.2　Technology & Knowledge Stock

5. Efficiency estimation of R&D investment

6. Conclusion





目　　次

　はじめに
Ⅰ．陳雲の「経済思想」研究の動向
Ⅱ．陳雲の経済思想
　A．経済システムの設計
　B． 実用主義と漸進主義―鄧小平との同質性と異

質性
　C．企業とマネジメント
　　1．内部組織
　　2．人材の配置と育成
　　3．企業と市場取引の境界
　　4．集団所有制
Ⅲ．改革開放スタート時の制度変化
　A．スタート時点の陳雲の地位と役割
　B．国営企業の逆機能と制度改革
　　1．国営「工場」のメカニズム
　　2．制度改革のプロセス
　　　（a）経営自主権の拡大
　　　（b）生産責任制（請負制）工場長責任制
　　　（c）陳雲の経済思想と憲法
Ⅳ．改革開放初期における陳雲の経済思想の役割
　A．方法論的な含意
　B．制度の経路依存の視点から
　　1．経路（path）の確立
　　2． 「重大局面（critical juncture）」における陳雲

の経済思想の役割

はじめに

　本論文の目的は，陳雲（1905年―95年）の
経済思想（経営思想）の特徴を歴史的な視点か

ら 1）明らかにすること，さらにその歴史的な意
味を長期的な因果的プロセスのなかで理解する
ことである。
　改革開放政策のスタート時，陳雲の経済思想
は他にない影響力をもっていた。2）複雑な中国
の経済システムの現実を理解し，政策のための
知識を得る唯一の枠組が，陳雲の経済思想で
あったといえる。
　陳雲の経済思想を対象とする理由は，陳雲の
思想に基づいて制度的な改革が行われたからで
ある。1982年11月22日第五回全国人民代表大
会五回会議で第6次五ヵ年計画（1981年―1985

年）報告書が検討されたが，趙紫陽は「今，展
開しているこれらの政策はまさしく1956年に
陳雲が提出した内容です」3）と発言している。
改革開放のスタート時点で陳雲の思想が現実的
な影響力をもっていた端的な証言といえる。
　もう一つの理由は，陳雲が改革開放政策に対
して積極的でない保守派であるという常識的な
理解が定着しつつあるが，それを検証するため
に彼の経済思想を事実に即して検証してみる必
要があると考えられるからである。
　本論では，まず中国における陳雲研究を時系
列で確認し，次に陳雲の経済思想について経済
システムの設計，アプローチ，企業についての
理解を軸にその特徴を明らかにしたい。そして
改革開放政策のスタート時点から実施された国
営企業改革と計画経済の変化について簡単に説
明したい。計画経済は陳雲が経済運営の中心と

陳雲の経済思想と改革開放初期の政策
―制度における経路依存の視点から―

萩 　 本 　 眞 一 郎
袁 　 　 　 　 　 暢
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考え，かつこの分野で最も発言権のある政治家
であったからである。
　最後に，制度変化を時系列で考察する方法論
的な論点にふれ，長期的な因果的プロセスのな
かで陳雲の経済思想の意味を明らかにしたい。

Ⅰ．陳雲の「経済思想」研究の動向

　陳雲の「経済思想」の研究は1981年に始まっ
た。次の表は『中国知網』4）を用い，「陳雲」，
「経済思想」の指定ワードで検索し時系列的に
表示した結果である。
　「雑誌」のなかには陳雲自身が経済政策の策
定に関与した歴史的回顧と，幹部と中国共産党
の党校学生が「陳雲経済思想」を学んだ時の学
習報告も含んでいる。研究者レベルでは「陳
雲経済思想」を表題とする研究論文と，『党史
研究と教学』，『経済フォーラム』という雑誌に
発表された研究論文，「学習レポート」など，
1981年から2013年まで，計220篇で，そのう

ちの「研究論文」は計153編で他の多くは学習
報告である。
　論文数の変化をグラフで（図1）で表示する
と，1978年―2013年に「陳雲経済思想」の研
究には1981年，1995年，2005年にピークがあ
ることがわかる。これらのピークには，それぞ
れに背景がある。主な出版物の趣旨や内容にふ
れつつ理由と背景について簡単に確認しておき
たい。陳雲の経済思想の影響力を見るうえで一
つの視点を提供してくれるからである。

「第一のピーク」
　1980年―1984年数値は，中国共産党中央党
校が「学習陳雲経済思想」の活動を展開し，経
済政策の宣伝の必要があったことを背景として
いる。1977年に華国锋が「政府工作報告」，「十
年計画概要（草案）」5）で「洋躍進」6）を提案し
たあと，1979年3月14日共産党中央は，財政
政策および経済行政の重要案件の決定機関とし
て，国務院に「財政経済委員会」の設置を決定

表 1　1978‒2013 年「陳雲」と「経済思想」の用語検索による頻度の時系列表

「中国知網」http://www.cnki.net/より，筆者作成
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した。財政経済委員会は陳雲を主任，李先念を
副主任に任命し，姚依林，余秋里，王震，谷
牧，薄一波，王任重，陳国栋，康世恩，张劲

夫，金明がメンバーとなった。この「財政経済
委員会」は1958年共産党の中央政治局内の書
記局所属の「中央財政経済小組」と同等の権能
を持った機関となった。
　1979年4月に「財政経済委員会」は共産党中
央工作会議で「国民経済調整事情についての報
告」を行い，「洋躍進」の終了を宣言した。改
革開放前に「中央財政経済小組」の経験者は陳
雲，薄一波，李先念 7）の3名で，委員会の内外
で陳雲の意見は尊重された。
　改革開放のごく初期の不安定な時期には，中
央と地方の官僚で見解の不一致がおきる政治的
リスクがあった。「洋躍進」を停止したが，ま
だ逆コースに向かう懸念を党や政府の官僚は払
拭できなかった。
　官僚の思想を統一する目的で，1981年に中
国共産党中央書記処研究室主催で『陳雲文稿選
編』8）が出版されている。『陳雲文稿選編』は中
国共産党中央党校でテキストとして高級官僚の
研修に用いられた。
　『陳雲文稿選編』は49篇で，主に中国の計画

経済体制の確立及び第一次5カ年計画（1953‒
57）の制定及び完成状況に関する文章 9）である。
なお，党の指導的な理論家鄧力群は研究者を集
め1981年3月に『陳雲同志に学習し経済工作を
する』10）という本を出版し，この本も中央党校
の公式的な教材 11）になった。
　書籍では1980年10月に刊行された『陳雲同
志原稿選集』について触れておきたい。この選
集は鄧力群が中共中央書記局研究室の長となっ
て編集し，陳雲の1956から1962年までの原稿
を収録したものである。同選集は，中国企業管
理協会が主宰する「企業幹部研究グループ」の
研修で教材に選ばれている。なお，中国企業管
理協会は1979年3月北京で袁宝华を会長，鄧力
群を顧問として設立されている。
　さらに1980年11月―12月，鄧力群は各省トッ
プと中央閣僚級幹部を対象とした中共中央党校
の研修において，「陳雲同志に見習って，経済
工作を展開する」というテーマで報告を行った。
報告の引用はすべて同選集からである。
　これらの事実は，陳雲が1949―1962年でお
こなった原稿，演説及び政策に関する意見が，
改革開放初期に立法と行政に大きな影響を及ぼ
していたことを意味している。

図 1　1978‒2013 年　陳雲の経済思想に関する論文数の推移
“中国知網”http://www.cnki.net/より，筆者作成
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　第1回のピークは，陳雲の経済思想が行政官
僚の指導的な理論として学ばれたことが背景に
あった。

「第二のピーク」
　次の数値のピークは1995年である。「陳雲経
済思想」に関する研究論文が31篇を数えるが，
それは陳雲が1995年4月10日に死亡したから
である。党は記念行事を行い，建国と改革開
放後の業績を評価する機運が起きた。たとえ
ば1995年6月12日―14日に，「中国共産党中央
文献研究室陳雲研究組」と「中国管理科学研
究院」が北京で連合して陳雲生涯と思想シン
ポジウムを開催した。そのシンポジウムため
に集めた論文を編集して，『陳雲と彼の事業―
陳雲生涯と思想シンポジウム論文集』12）という
本が出版された。1981年から1995年まで，こ
の15年間，陳雲に関する著作が続々出版され，
そのうちでは，非常に重要なのは『陳雲文選
（1926‒1949）』13），『陳雲文選（1949‒1956）』14），
『陳雲文選（1956‒1985）』15），『陳雲と新中国経
済建設』16），『陳雲経済思想研究』17）である。
　この時期の著作や論文の特徴は，建国前，建
国後，改革開放後の時代区分に基づいた歴史
的な専門研究がはじめて発表され，18）農業，貿
易など経済部門別に陳雲の思想が紹介された 19）

ことである。さらに，陳賛才「試論陳雲経済政
策思想の特徴」のような陳雲の経済思想自体
の意義についての論文もみられるようになっ
た。 20）

「第三のピーク」
　2005年には，陳雲生誕100年と陳雲没後10

週年を記念するイベントがあった。この年，研
究論文は53篇に達した（図1参照）。この背景
には1995年以降歴史文書へのアクセスが可能
になったことも一因となっている。
　1995年からの10年間で陳雲経済思想の研究
の書籍も増え，21）大規模な出版物も発行された。
そのうち影響力が絶大であった著作は，1996

年『陳雲文選（第二版）』（全3巻）であった。

著作および論文の主な関心は，すでに現実と
なった中国の経済発展と陳雲の経済思想の関連
を論じるものが多く出版され，陳雲の経済思想
の中での主な焦点は「計画と市場」の関係にあっ
た。22）

　1995年と2005年のピークは記念を契機とし
ている。次第に歴史的視点が強まり，経済発展
や経済メカニズムの選択に関心が向かいつつ
あった。

「陳雲の企業と管理に関する論文と著作」
　さらに，企業とマネジメントについての陳雲
の思想に関する論文と著作について，検索を試
みた。陳雲の経済思想を企業と管理の視点から
みる研究があるかを知るためである。同じく
「中国知網」で「陳雲」と「企業」または「企
業管理思想」で1981年以降の研究論文を検索
したところ，王盛沢「陳雲の私営経済思想論評」
と于小然と王瑞芳「試論陳雲の企業管理思想」
の2篇が確認できた。検索外だが1995年出版さ
れた『陳雲と彼の事業―陳雲の一生と思想検
討会の論文集』のなかでも，企業に関係するの
は，楊建と行文侠による「陳雲の企業管理思想」
一篇があるにすぎない。これらの著者はいずれ
も中国共産党の党史の専門研究員であり，「試
論陳雲の企業管理思想」，「陳雲の企業管理思
想」は編集順序の違いがあっても内容ほぼ同じ
である。
　重要な特徴としては，①従業員中心の工場管
理；②工場における規律ルールの重要性；③製
品の品質を重視；④私的営業の一部解禁があげ
られている。これらは，改革開放前以前の「公
私合弁」及び「社会主義工商業の改造運動」の
中の陳雲の著作から指摘されたものである。
　現在の陳雲に関する企業管理思想の研究は，
中国共産党の党史研究のなかで関心がもたれイ
デオロギーと政治特徴に関連した研究がなされ
ている。また，対象の時期は主に改革開放以前
に限られている。
　このように，陳雲の経済思想についての関心
は，経済メカニズムの設計と経済発展との関連
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と，計画経済下の企業に向いている。制度変化
と組織の効率という普遍的なテーマに近づいて
いるといえよう。
　本論文は，陳雲の経済思想の役割を，改革開
放の初期に焦点をあてて評価を試みるものであ
る。陳雲の経済思想の特徴について次に明らか
にしたい。計画経済のなかで市場的な要素をど
のように認めていくか，生産単位においてマネ
ジメントの機能を評価しているかが本論文の重
要な視点である。なぜなら，改革開放政策はス
タート時点でマクロとミクロの制度変化が同時
に実行されたからである。

Ⅱ．陳雲の経済思想

A．経済システムの設計
　陳雲は中国における計画経済の設計者とされ
ているが，計画経済のみが経済システムである
とは考えなかった。経済システムは，計画経済
と「市場調節」23）の2種類が存在し，経済現実
には両方の種類が存在してよいと考えた。
　しかし，2つのウエイトは決定的に異な
り，24）計画経済こそ基本的で主要で，「市場調
節」は従属的副次的と考えた。陳雲は1981年
6月「建国以来の党の若干の歴史問題について
の決議」で「計画経済を主とし，市場調節を補
助とする」表現を用い，これは1982年9月の第
12回党大会の胡輝邦総書記の方針でも引用さ
れた。25）

　農業および工業部門において主要な主体は国
営企業と集団経営で，一部許されている個人経
営（自営業）が補助的な存在であることを意味
する。同時に，全国の工業品，農業製品の主要
産物は計画生産だが，許可された例外的製品の
み市場の変化に応じて自由に生産されることを
意味する。したがって中国は，資本主義の自由
市場ではなく社会主義の統一市場であり，自由
市場部分は補助物である。その自由市場も，国
家の介入が予定されていない完全な自由市場と
いう概念でなく，国の指導のもと社会主義的統
一市場の一部と位置づけられている。26）

　改革開放のスタート時点ですでに確立してい
た「計画経済を中心に，市場調節を補助とする」
という陳雲の思想について，研究者である卫兴

华 27）と智效和 28）は「三つの主体，三つの補充」
として解説している。所有制度において「『大
計画』29）と『小さな自由』，大工場 30）と小工場，
国家および集団経営と自営結合」31）と表現し，
主と従を特定している。
　呉敬璉は「三つの中心，三つの補助」という
表現で，陳雲の思想を要約している。「国家お
よび集団経営に対して，個人経営」「計画生産
に対して自由生産」，社会主義の統一市場おけ
る「国家市場と自由市場」を対置し，たとえば
自由市場は，国の指導の下で国家市場の補助と
して機能すると述べている。32）

　計画と市場について，陳雲は1982年12月に
自らの見解を「鳥籠理論」として提唱した。鳥
を市場に籠を計画経済になぞらえ，鳥は籠のな
かで飛ばせるべきで，市場は計画の枠内に抑え
ておくべきものと考えた。33）

　高鸿业は「鳥籠理論」34）についての解釈を，
計画と市場の結合の必要性を指摘しているもの
と解釈し，その理由に言及している。計画経済
の期間が長い，人口圧力が大きい，市場メカニ
ズムを運営するハードウェアとソフトウェアの
準備がないという条件では，計画と市場を組み
合わせてはじめて良好な効果を実現する可能性
がある 35）と述べている。
　陳雲は「鳥籠理論」から逸脱することがない
と判断して，一部市場取引を導入する農村での
戸別請負制への転換を認めている。ただ戸別請
負制を全国に拡大するという歴史的な政策の決
定に陳雲は消極的な認容で応えている。陳雲は
趙紫陽に「部下を派遣し，『華南では収穫期に
よく雨が降るので，乾燥作業を迅速にやらな
いと黴がはえる。』戸別請負制でそのような問
題がないかを聞いてきた。調査して解答する
と。それ以上は述べなかった。」というものだっ
た 。36）全国展開に消極的だったのは陳雲が「市
場経済が従」であるという考えにこだわってい
たからである。
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　農村での戸別請負制について趙紫陽は「重要
な政策転換であり，抜本的な改革だった。改革
は3年足らずで円滑に遂行された｡ 我が国の歴
史上，これほど健全な政策の大転換はなかった
と思う」，「誰も処罰されなかったし，表だって
批判される幹部もいなかった」37）と述べている。
農村に自由市場がうまれ，豊かになった。農村
は後に鄕鎮企業を発達させる。そして都市部で
も民間サービス業に個人経営が認められ発展し
た。これらは陳雲が「従」しつつも並存を認め
ていた分野であった。
　1980年代前半の大きな転換を正当化する経
済思想であったし，陳雲はそれに相応しい政治
的な地位をもっていた。
　ただ「従」かどうかの判断は思想的な問題で
もあるが，経済現実で「従」を超えることがお
こるのが歴史である。この点は後に検討するこ
とにし，「保守派」と分類される陳雲の経済思
想にイデオロギー的傾向が強いかどうか，そし
てトップリーダーであった「改革派」鄧小平と
異なって区別されるほどの距離があったのかど
うかについて確認しておきたい。

B． 実用主義と漸進主義―鄧小平との同質性
と異質性

　1978年中国共産党は改革開放政策の実行に
先立って，その正当性を左右する哲学的論争を
開始した。実踐は真理を検証する唯一の基準で
あるかどうかという議論である。38）毛沢東の指
示は正しくすべて実行しなければならないとす
る「两个凡是」（以下「凡是論」）と，実踐は真
理を検証する唯一の基準である理論（以下「実
践論」）の2つの派閥に分かれて論争が展開さ
れた。
　「凡是論」では経済政策の内容は毛沢東思想
に限定される。「実践論」では政策の内容に縛
りがなく，よい経済成果がでれば「正しい」あ
るいは「適切」な政策として正当化される。さ
らに，経済成果をだす見込みがあれば「実践論」
を利用して，政策の正統性を主張することもで
きる。

　この論争は「実践論」を鄧小平が支持を表明
し，終了した。鄧小平は「凡是論」のなかにあ
る個人崇拝を反対しただけではなく，政治的に
説得力のある主張を行った。彼は「実事求是」
を唱え，その言葉は毛沢東がかつて引用したこ
とが字句であったからである。姿勢やアプロー
チは毛沢東から変っていないと正統性と主張し
つつ，これからの政策は過去の政策に縛られな
いことを表明する政治的効果があった。
　「実事」とは物事の真実や客観的法則をいい
「求是」とは究明することを意味する。「実事求
是」は事実や証拠に基づいて真実を探求する実
証的な学問の方法を意味していたが，政治では
現実から学んで政策を立てる，あるいは現実に
成果を生む政策が正しいという実用主義的な文
脈で解釈された。文革直後で個人崇拝が党の上
級幹部や一般人の中に残る状況で，鄧小平は毛
沢東の言辞を利用して説得力を得たうえで，共
産党の思考慣習を実用主義に共通化し，同時に
過去の政策の影響力を封印したといえる。
　「実事求是」が唱えられる以前から，実用主
義的な思考を経済問題に適用し，思考を政策に
結びつけて来たのが陳雲であった。陳雲はリア
リストで実用主義的な発想から理論つくり，政
策に応用してきた。たとえば陳雲は，中国は
「大国小生産」，「技術が下位で生産力のレベル
が低い」，そして「80パーセント以上の人口は
農民である」という条件に即した社会主義建設
が必要であるという意見をもっていた。39）

　陳雲の状況の定義は，現実から出ていた。軽
工業の促進や農業副産物の市場化，都市の自営
業の許可などは，改革開放のスタート時点の経
済状況に適合した施策であった。40）

　また陳雲は，客観的なデータに基づいて政策
を考えた。中国の党や政府の責任者にはデータ
や指標を主観的に推計または解釈し，期待以上
の計画を立案する傾向が改革開放以降に多く見
られた。しかし陳雲は，現有の生産能力と既存
の潜在的生産能力を区別し正確な推計を行うべ
きだと考えていた。そして，計画目標について
は，現実的でない高い数値より数値が低いほう
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が良いという考えをもっていた。41）

　極端な観念主義から距離をおき，リアリズム
と実用主義的な発想に基づいて政策を立案する
ことは，鄧小平と陳雲の共通点であった。
　趙紫陽が，改革開放の開始時点で鄧小平は
「依然として陳雲を経済問題に関する最高意思
決定者だとみなして」おりそれは「自分より経
済問題に精通し誰より深く理解していることを
わかっていた」42）からだと述べている。
　しかし，違いもあった。陳雲は過度を嫌い，
バランスを重視する発想をもっていた。陳雲は
生産能力の急速な膨脹に警戒的で，財政収支，
銀行信用，物資需給，そして外貨収支のバラン
スに重点をおいた判断をし続けた。汪澄清によ
れば「社会主義生産の目的は人民の生活の改善
のため」という信念のもと，蓄積と消費，財政
収入と信用，計画と市場の均衡を実現するのが
陳雲の経済思想の核心であり，それには均衡発
展政策論（各分野への利益のバランス）と均衡
発展方法論（調査―研究と試行―展開のバラン
ス）という2つの軸があると解説している。43）

このような経済均衡の重視について呉易風は，
経済の拡大スピードは国力に適応すべきである
という原則から来ているとし，この原則は政府
が経済のコントロールをする根拠にもなりうる
と主張している。44）萧冬連は 45）改革初期に陳
雲が国民生活の改善を思想の中心に置くように
なった理由について，経済の疲弊が文革で国民
の過激な抗議活動に向かわせる要因となったか
らだという指摘を行っている。46）

　成長のスピードをどう見るかで，陳雲と鄧小
平，胡耀邦などの改革派との見解の違いが明ら
かになった。経済が過熱し，インフレーション
の昂進が懸念されると陳雲ら保守派の発言権が
大きくなった。47）また，汚職や経済犯罪が横行
すると規律を重視する陳雲の立場が強くなっ
た。これらのことから，陳雲は「保守派」と分
類されている。しかしヴォーゲルも主張してい
るように，48）左右の差はあっても，経済政策
を極端なイデオロギーから切り離すことで政
治を安定化する機能があったことは否定でき

な い。
　陳雲と鄧小平とはリアリズムと実用主義的な
思考で共通していたが，市場経済についての見
解に相違があった。計画経済と市場経済とがあ
るが，成長に役立つ方を選択していけばいいと
いうのが鄧小平の立場であるに対して，陳雲は
「計画経済が主で市場経済は従である」という
理論的な信念をくずさなかった。
　両リーダーの思考が実証主義的であり，鄧小
平が陳雲を経済面で尊敬していたことは，改革
開放政策のスタート時点での安定要素であった。
しかし，経済成長に市場メカニズムが役立つな
ら積極的に利用すべきであるかどうかで二人の
考えは異なっていた。この点は1980年代後半に
なるまで政治選択の問題にはならなかった。

C．企業とマネジメント
1．内部組織
　次に組織の視点から，陳雲の経済思想を考察
したい。陳雲が企業とマネジメントをどのよう
に考えていたかを，内部組織，人材育成，民間
企業の範囲，所有制のそれぞれ側面から歴史的
経緯をふまえ検討しておきたい。経済思想のミ
クロ的な視点にふれるのは，改革開放が市場経
済の導入とだけではなく，同時に生産単位を行
政単位から経済主体に転換させることを意図し
ていたからである。
　1949年の建国以降，国営企業は「党員委員
会」が統率する工場長責任制であった。国営企
業は政府機関に所属する一つのとして理解され
ていたので，党員委員会が企業内に設立される
ことは当然であるという共通の理解があった。
　建国当初，党書記が生産管理に関与すること
はなかったが，1955年から国営企業では党委
員会が最高意思決定機関となり，その下に政府
の組織委員会が任命する工場長が配置される工
場長責任制が確立した。
　国営企業の中で党委員会書記は実際の決定者
になり，工場長，経理は執行者になった。そし
てマネジメントの知識と経験がない党委員会書
記が生産活動を指揮するという現象が発生する
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ようになった。のちにこのような行為は「乱れ
た指揮」と呼ばれた。
　陳雲は党委員会によるマネジメントの欠点に
ついて冷静に指摘している。たとえば，陳雲は
「3年間大飢饉」の初年にあたる1959年，薛暮
橋とともに陳雲の故郷にあたる上海青浦で調査
を行った。青浦県の漁民が黄浦江で魚を捕った
あと，近隣の上海市内に運送して販売すること
が許されず青浦県の水産会社に運びその会社を
経由して上海市内へ販売されていたので多くの
魚が死んでいた。このような党委員会主導の硬
直したマネジメントを陳雲は批判している。陳
雲の指摘は行政事務の集権化，規則制度の朝礼
暮改，記帳業務の怠慢，技術者の軽視などにも
及び，これらすべてを撤廃されなければならな
いという意見をもっていた。49）

　陳雲は，内部組織についても明確な意見を
もっていた。「企業管理委員会」がマネジメン
トを職掌すべきで，工場長を主席とする同委員
会の構成は，技術者を重視する立場 50）から技
術者と従業員とが半数ずつを占めなければなら
ないと考えていた。「企業管理委員会」の委員
の選抜は工場長の権限と考えており，マネジメ
ントの自立と技術者の重視を原則としていた。
　さらに陳雲は，命令系統に加えコミュニケー
ションによる伝達の重要性を理解していた。彼
が「従業者代表大会」制度を提案したのは，多
くの労働者の建言に耳を傾けること，業務は工
場や店舗のルールに基づいて行われ「幹部」の
恣意的な命令に従うものではないという持論が
あったからである。「集中領道」と「企業民主管
理化」つまり全員の知恵と行動力を結集してマ
ネジメントの成果をあげることを強調していた。
　その具体的な方法は，従業員一般から熟練と
経験で優れた者を選抜して指導的な立場をあた
えマネジメントに参加させる人材登用であった。
　
2．人材の配置と育成
　このように，陳雲は「工場内のマネジメント」
について明確な定見をもっていたといえる。そ
れを人的リソースについての陳雲の考えからも

裏付けておきたい。
　陳雲は「公私共営運動」の初期にあたる
1951年から，民間の経営者を貴重人材だと考
えていた。陳雲は国家と共同投資で経営する
「公私共営企業」では，所有者（または所有者
側の代理人）と国家派遣の管理者との協調の必
要性を指摘し，オーナー経営者には「彼達の
才能を十分発揮するように望む」とのべてい
る。51）さらに1952年11月陳雲は周恩来に書簡
を送り，社会主義の基礎建設のため全国の公
私企業から技術者と管理者2,760人を集め国営
企業に再配置するように要請し，承認されてい
る。52）

　改革開放初期，陳雲は国営企業では現場経験
のある「技術中核」（コアなエンジニア）53）で
あり，「知識の力の基礎」54）だと考えていた。
工場がイデオロギー学習の場となった文革で，
管理経験をもつ人材が下放され，軍事管理委員
会が軍歴のある人物を上級管理者に多く任命し
ていたからである。
　陳雲は，管理者と技術者に対するインセン
ティブについても実際的な考え方をもってい
た。給料規則について，平等主義（平均主義）
には反対で，職務，能力，技術，労働強度に即
して設定された評価基準がなければならないと
考えた。陳雲は成長の努力も成果も各人によっ
て差が見られるので，給与や賞与は平等に配分
される必要はないと考えた。この点にも陳雲と
鄧小平とに同質性が確認できる。
　このように陳雲は，知識とスキルの価値を評
価し形式的に平等な分配を認めない点で鄧小平
と共通した考えをもっていた。それは，精神主
義と平等主義への過度な傾倒や執着を退けるも
のであった。思考方法と公平感に鄧小平との共
通点がみられた。

3．企業と市場取引の境界
　陳雲は，計画経済において政府のみが製品生
産をコントロールすべきとは考えなかった。陳
雲は国営企業が製品の生産拡大にだけ関心をも
ち，消費者のニーズを無視することで需要に適
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さない財を生産することを危惧していた。そし
て消費財生産や商業も経済に不可欠な部分だと
認識していた。
　消費者ニーズに影響を受けやすい一部の日用
工業製品の生産は市場に委ねるべきだと主張し
た。国家の統一買付，販売から除外し，企業に
増産と多品種生産を促し同時に需要に応じた価
格変動を認めることを容認した。また，製品の
品質を重要視し，高い品質の製品価格は高く設
定されるべきと考えた。そして信用のある製品
「銘柄品」が増えることを認め，大衆が銘柄商
品を欲しくなるのは合理的な要求であるから，
需要の大きい銘柄品を唱道し奨励すべきだと考
えていた。
　企業は責任数量の生産と同時に，品質も確保
しなければならないと考えた。数量が充足して
も品質が不十分だと，需要を満せないだけでな
くムダが発生するという理由からである。
　さらに品質と生産スピードとの関係では，生
産を加速すべきだが品質を損なうような加速は
却って生産拡大にプラスにならないと考えた。
むしろ品質を軽視する生産スピードの向上は誤
りで，品質保証が可能な範囲での加速が望まし
く，品質重視が生産拡大につながることが望ま
しいからである。不良品はその原因を発見し，
積極的に措置を取って期日までに納品する，そ
のためには，科学的知識と技能を向上するだけ
でなく「品質についての規則と制度，技術規範
と操作ルール」を厳格に守らせる管理が安定し
た生産とその拡大に必要であると考えた。ま
た，生産をのみを偏重することもなかった。生
産が可能になる前提として，原材料調達と販売
のルートが安定し，原材料が十分に調達でき販
売能力が必要と考えていたからである。
　このように陳雲は国営企業における生産至上
主義の傾向を問題視していた。サプライチェー
ン，顧客の需要，品質重視は，陳雲が計画経済
内の企業が「生産単位」として機能するために
はマネジメントが必要であると考えていた。た
だし，そこには市場競争のなかで収益性の向上
を実現する営為という考えは見られない。

　陳雲は，民間企業の存在を認めていた。もち
ろん，農業での集団経営，工商業では国家経営
が主で，国家経営と集団経営の補助として一定
数の限界を設け民間経営を認める立場だった。
もちろん「社会主義の統一市場では国家市場が
その主体で，一定範囲内で国家の指導する自由
市場が国家市場の補助」55）と再三のべている。
　陳雲が考える民営企業の許容範囲ついて確認
しておきたい。陳雲が農業での戸別請負制の全
国拡大について強い危惧をもっていたことは上
述した。それに遡る1978年「11期三中全会」後，
安徽省をはじめとする地方政府が戸別請負制を
導入した。安徽省の党委員会第一書記の万里
は，いくつかの農村がすでに世帯生産請負を始
めてしまったが，どうすればいいか」と導入前
に陳雲に聞いたことがあった。陳雲は「諸手を
挙げて賛成する」56）と答えた。ちなみに続いて
万里は同じ質問を鄧小平にしたところ「論争す
る必要は無い。そのままでやり遂げてよい」と
の許可をあたえた。
　この陳雲の答えは，1956年から一貫した考
え方に基づいたものである。「工商業改造組織
形式」についての陳雲の会談記録を見ると，国
家は食糧，綿及び他の主要経済作物をコント
ロールするが，農民は他の作物を自由に生産で
きて市場に売り出すことができると考えていた
と思われる。
　万里が陳雲に認容するかどうかの質問をした
のは，安徽省という辺境における戸別請負制で
あった。安徽省で認めても全国的には一部であ
り「従」としての位置づけを変更するものでは
なかった。
　農村の鄕鎮企業の労働者の雇用について陳雲
が重要な指示を出していることも確認しておき
たい。1983年12月29日陳雲は党中央が1984年
の「農村工作についての通知」を読み，「一，
雇用は何年間も延長できる。問題が発生しても
心配しなくていい。二，党員が設立する企業
が労働者を雇用することを重視する。」と述べ
た。57）当時農村とはいえ企業が労働者を雇用で
きるかは，「民間」資本と「搾取」が関係する
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ため社会主義イデオロギーと抵触すると考える
のが当時の常識であった。この陳雲のコメント
は革新的といえる。
　陳雲は，1954年に「公私共同経営工業企業暫
定試行条例」を起案し，公布を実現し公私共同
企業を誕生させた。しかし陳雲は，小売業者に
ついては公私共同経営商店や合作商店（当時「合
作社」）改組することは適当でないと主張した。
　理由としては，小売業者は各団地に分散して
おり，各店舗が公私共同経営商店や合作商店に
再編成されると住民の消費に不便になることを
あげている。このように陳雲は現実に即して経
済効果を考え，制度のあり方を判断できた。
　改革開放初期下放された「知識青年の都市へ
の帰還」で深刻な失業問題が発生し，政府は対
策として自営業の起業を奨励した。この点につ
いて，政府内部で深刻な対立はなく，都市で民
間のサービス業が生まれた。これは，自営業を
容認する陳雲の経済思想が改革開放後に現実的
な力をもった事例でもある。
　
4．集団所有制
　次に，陳雲が国営企業をどのように考えてい
たかを検討してみたい。陳雲は，1950年代旧
式設備を更新できない小工場所有者に工場を国
家に寄託し算定された資本金額に対する定額利
子を受けとるようアドバイスした。58）当時個人
所有の手工業者が分散して存在していたが，陳
雲は公私共同経営に統合して統一した企業名を
取得し，そのうえで個々に損益責任を負う形式
で家族経営を続けるようにアドバイスした。
　この考えには，所有とマネジメントを分離し
て考えること，小規模の生産単位を規模の経済
が機能するようにマネジメント上統合する，さ
らに統合後の各事業単位を損益責任単位として
運営するという柔軟なアイデアが見られる。
　公私共同経営の事業は，「集団所有制」企業
として登録された。文革時代の弾圧をへて「集
団所有制」企業という形態が一部で残ったこと
は改革開放後大きな現実的な意味を持つように
なった。伝統的な手工業や有名な老舗は「集団

所有制」企業として生き延び，伝統の継承や老
舗ブランドの回復が可能になり，再び成長を始
めたからである。
　さらにこの制度的形式を利用することで，鄕
鎮企業は急速に成長することができた。鄕鎮企
業が集団所有企業として登録され，個人は鄕鎮
企業の仕事の一部を請負の形で私的なビジネス
を行ったのである。彼らは事実上，私営企業の
起業者であった。鄕鎮企業は「従」であるべき
と陳雲は考えたが，鄕鎮企業が存在する前提は
陳雲が準備したといえる。
　以上，内部組織，人材，企業と市場取引の境
界，所有の側面から，ミクロ的領域に関係する
経済思想について検討してきた。陳雲は，市場
における収益性を実現する実践という意味での
マネジメントの概念は持っていなかったが，管
理者やエンジニアの知識とスキルを重視し，権
限とコミュニケーションのルールを定め，イン
センティブが機能するプラクティスを指向して
いた。製品の品質を重視し，集団所有制企業を
認める柔軟な考えももっていた。
　改革開放前から陳雲が主張してきた，消費財
分野での非計画生産，地方の農業分野での戸別
請負制，都市の流通小売業での自営業，そして
集団所有制企業などの市場的な要素は改革開放
政策の起点となったといえる。上述した1982

年の趙紫陽の「今，展開しているこれらの政策
はまさしく1956年に陳雲が提出した内容です」
というコメントは，このことを端的に示して
い る。
　この時点で陳雲の経済思想は，中国の「先端」
にある実効的な思想であったといえよう。

Ⅲ．改革開放スタート時の制度変化

A．スタート時点の陳雲の地位と役割
　次に，計画経済に直結する国営企業に対する
制度変化を明らかにし，経済現実と陳雲の経済
思想との関係について論じたい。国営企業は経
済システムの「主」である「計画経済」中心に
あり，生産性をあげる企業レベルの改革が実施
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されたからである。改革の担い手は陳雲でな
く，趙紫陽であった。
　陳雲は，第11期3中全会（1978年）で党副
主席，政治局常務委員，中央紀律検査委員会第
一書記として政権の中枢に復帰し，1987年に
鄧小平と共に政治局常務委員を退くまで影響力
を維持してきた。その後も1992年引退までは
一定の政治力を維持していたといえよう。たと
えば1989年4月段階で，趙紫陽はあと2期総書
記を継続するという確約を鄧小平から得ていた
が，鄧小平はその人事について陳雲と李先念の
同意を先に得ていたからである。59）

　陳雲は，財政経済政策とくに計画経済の運営
の中心にいたといえる。しかし，現在では歴史
的に決定的に重要であったと評価される改革に
陳雲が積極的に関与していなかったことをあら
かじめ指摘しておきたい。
　まず経済特区は，鄧小平の主導で設置され
た。「計画経済が主」を原則と考え，経済特区
でも例外ではないというのが陳雲の主張で，終
生一度も経済特区を訪問したことはなかった。
農村での戸別請負制は，上述したように一地方
での導入は積極的に賛成し，全国展開には陳雲
は反対をしなかったという消極姿勢だった。
　陳雲が関与していない経済特区と農村の改革
は，イノベーションに成功している。経済特区
では，外資を導入し輸出志向の企業を「合弁」
または「合作」「独資」の形態で設立し，海外の
マネジメントも学習した。特区の企業は資源を
国内市場からの調達に依存せず，輸入し安い労
働力を利用し近代化した。農村では人民公社が
廃止され，戸別請負制のもと自由市場が生まれ
生産性が劇的に向上し，鄕鎮企業もうまれた。
これは，中国の民間企業のルーツとなって後に
発展し，国営企業の有力な競争企業となった。
　国営企業において「企業の自主権を拡大する」
実験的改革は，趙紫陽率いる四川省共産党委員
会が1978年12月の第11期三中全会 60）先立つ
10月に始まった。その後中央政府が北京を中
心に実証実験を始めるが，陳雲の積極的な関与
は確認できない。国営企業による経営自主権の

拡大を含む経済全体の改革は，趙紫陽が1980

年9月より国務院総理としてリーダーシップ発
揮した。彼は1986年中央財経指導小組主任も
兼務した。
　ただ経済政策と経済改革のフリーハンドは趙
紫陽にはなかった。意思決定プロセスとして，
まず鄧小平と陳雲とに意見をもとめ，それから
趙紫陽はアイデアを作ったとされる。そのと
き，鄧小平の意見を基礎にして陳雲の意見を考
慮するのが基本的な方法であった。1980年代
の前半には陳雲の同意は十分尊重された推定で
きる。趙紫陽は「陳雲とは最初の数年で良好な
関係を築くことができた」61）と述べているから
である。
　経営自主権の拡大に始まる制度変化の目的
は，「工場」という生産単位を「企業」に進化
させることであった。ここでいう意味での「企
業」とは，市場のニーズと需要の変化に応じて
内部の経営資源の配分を変更しつつ効率性を実
現することで収益を追求する経済主体を意味し
ている。
　国営企業では競争のプレッシャーがなく，生
産性の向上を継続するインセンティブを欠いて
いたが，このような特徴をどのように修正し，
生産的な単位にしていくかが制度改革の課題で
あった。改革開放がスタートした時点では，鄧
小平，胡耀邦，趙紫陽などのトップリーダーも
その方法や手順について明確で具体的な見通し
を持っていなかった。当面，市場機能を一部復
活させ，結果を見ながら改革を進めるしかな
かった。中国では政治指導者が先導して日本や
アジアNIESの経験を学ぶ努力を貪欲に進めた
が，それらの経験をどのような順序で中国の制
度変化に結びつけるか，さらにそれがどのよう
な成果を生むかについて，改革開放のスタート
時点では予見できなかったからである。
　市場機能を一部復活させ漸進的に改革を開
始することは，陳雲の経済思想は一致してい
たし，陳雲の思想が将来の制度変化を始動す
る考えであると政治指導者層に映っていたこと
は疑いない。共産党幹部の研修に最重要なもの
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として利用されていたことは，それを物語って
いる。陳雲に政治権力があり，他の政治的リー
ダーには改革についての定見もアイデアも不在
であった。試行錯誤のスタートであった改革開
放政策にあって，市場的な要素を容認する彼の
経済思想は改革の方向に合致していた。

2．制度改革のプロセス
（a）経営自主権の拡大
　 共 産 党 支 配 の 維 持 の た め に 革 命 的
（revolutionary）なアプローチ，つまり計画経
済を廃止し強制的に市場競争を創出し，国営企
業を解体することは採用されなかった。
　進化的（evolutionary）な変化を短期間に推
進するという方法が採用された。趙紫陽は「計
画経済から市場経済へと移行するさい，われわ
れはつねに段階的なアプローチをとってきた。
新しい要素を適応させる場合はとくにそうだ。
国民経済はニつに分かれていた。われわれは市
場経済を拡大し，計画経済を徐々に縮小して
いった。これらニつの取り組みは同時並行的に

行われた」62）と回想している。
　国営企業に対する経営自主権の拡大は，四川
省から始まり全国に波及した。表2を見ると，
経営自主権の拡大はスタート時点で拡大のス
ピードは緩慢であるが，徐々に加速し1987年
頃になると大半の企業で実施されていることが
確認できる。
　そして，経営自主権の拡大が開始された時点
で鄧小平と趙紫陽は，この政策が成功するため
には他の制度改革も必要であると考えていた。
たとえば，法律によって経営自主権を拡大して
も，工場長の意思決定権が制約されていると実
効性があがらないからである
　1982年7月鄧小平は国家計画委員会座談会に
出席し，「体制改革を行う場合，重点をおくべ
き事柄を2つに分けるべきだ。一つは管理体制
と責任制を確立し，規則や請負における納付額
についてのルールをさだめること」で，もう一
つは指導者グループの人事上の問題で「判断力
のある人物を選出し，63）経営陣に加入させる」
ことであると説明した。これが，「党委員会の

表 2　国営企業の生産計画における権限委譲の比率

注）パーセントは自主権獲得企業の全体企業に占める比率を表している．
出所） 郭晋剛・杜海燕『国営企業自主権拡大的基本特徴及其対効率的影響』（中国工業経済研究 1992年

11期所収），4頁より引用
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指導のもとでの工場長責任制」から，「工場長
（単独）責任制（以下工場長責任制と表記）」へ
と移行を意味した。

（b）生産責任制（請負制）と工場長責任制
　生産責任制の最初の実験は，1979年の国家
と首都鋼鉄会社との利益配分に関する取りきめ
である。続いて1981年10月，国家経済委員会
と国務院体制改革事務局（国务院体制改革办公
室）が立案した「工業生産責任制を実施する過
程の若干の問題に関する意見」が国務院で認可
され公布された。国営企業は法律上の責任者と
して権利義務の主体と公認され，請負契約に基
づく納付金を処理したあとの残余財産のコント
ロール権が企業に移ることが明確になった。
　生産責任制は1980年代後半に急速に浸透し
た。1987年に18.5％，1988年に12.1％と2年
間の工業成長率は高く，生産責任制を導入し
た国家管理の「国営工業企業」は31,660社，
全体の81.7%になった。64）1987年 ‒1990年は，
1983‒1986年と比べた国家管理の「国営工業企
業」の納税額と請負制による利益のリターンの
増加額が26.3%（名目。以下同）で，利益留保
金額27.6%，従業員の所得は79％増加した。
　「党委員会の指導のもとでの工場長制」の改
革は1982年1月国務院の「国営工場工場長作業
臨時条例」公布からスタートした。1982年5月，
中国共産党中央委員会の「中国共産党工業企業
基層組織運行臨時条例」65）の公布で工場長制は
全国レベルに広まった。
　同条例で「党委員は企業管理のリーダーであ
る工場長が生産，管理の指導システムを確立で
きるよう支援する」66）と規定し，工場長には執
行権限が包括的に委譲された。「国営工場工場
長作業臨時条例」では工場長に資格要件として
「中等学校以上相当文化科学知識 67）を持ち，か
つ5年以上企業経営管理経験のある者」68）で，
年齢は「一般的に大規模工場は60歳以下，中
小規模55歳以下」69）と定められた。1983年4月
国務院の「国営工業企業臨時条例」で「企業は
法人で，工場長は企業の法人代表」と規定さ

れ た。
　中国社会科学院経済研究所の「国有制研究課
題グループ」は請負制採用企業の実態調査を
1987年‒1992年の期間で調査を行っている。調
査対象は403社で367社が請負制採用していた。
契約時，工場長（または経営者）は経営責任を
明確にする意味で個人として例外なく抵当金を
納めていた。工場長制によって，法的に裏付け
られたジェネラル・マネージャーとして工場長
という社会階層が生まれたといえる。しかし文
化大革命直後のことであり，現実に工場で実地
に「経営管理経験」を経た学歴のあるマネー
ジャーは少なかった。過渡期にあったといって
よい。
　経営自主権の拡大，生産責任制，工場長責任
制は，国営企業をプロフィットセンターとして
機能させるためのシナリオであったが，これら
のプロセスで財産権改革は指導者の念頭にな
かった。責任者であった趙紫陽ですら，当時は
中国経済は市場経済に転換させる以外に問題解
決の方法がなく，しかもそのために財産権の問
題を解決しなければならないとは考えていな
かった。70）

　国営企業改革は陳雲の経済思想を否定するも
のではなかった。生産単位において「国営」は
変化せず，「国営企業」は産業の中心を占めて
いた。その意味で国営企業改革は陳雲の経済思
想の内部にあったといえる。
　しかし，1980年代後半から制度的変化とと
もに，経済的な現実も変化していたことにも注
目しておく必要がある。
　市場取引が拡大し，収益基盤が国家の請負生
産から市場取引にシフトする傾向がみえ始めた
からである。表3によれば，1985年‒1986年に
購買と販売における市場取引に急速な拡大が
みえ，市場販売が計画生産を上まわっている。
1986年以降も市場販売の割合は増加を続け，
同時に企業収益の留保高い率維持していること
から，市場販売の拡大は不可逆的な動きだった
と推定できる。1980年前半になされた制度改
革が後半になって新しい現実を作りつつあった



東京国際大学論叢　商学・経営学研究　第 1号　2015年 9月̶  38  ̶

というこができる。陳雲の経済思想と現実との
間に乖離がはっきりと見えはじめた。

（c）陳雲の経済思想と憲法
　つぎに，経済体制に関する中国憲法の規定と陳
雲の経済思想との位置関係を確認しておきたい。
　1982年12月第5回全国人民代表大会第5回
会議で「中華人民共和国憲法」が議決された。
「法律の範囲内で」という「法律の留保」はあ
るが，経営自主権が憲法上の保障をあたえられ
た。1983年4月国務院は「国営工業企業暫定条
例」制定し，国営企業に管理させる国家財産を
公認し，それらの占用，使用，処分する権利を
企業に持たせることを認めた。
　同憲法で国営企業と対極にある「個人経営経
済」（通称「個体経営戸」）についても明文化さ
れて存在を公認されている。憲法条文のなかで
陳雲の経済思想との関連で特筆すべきは，「個
人経営経済は，社会主義的公有制の経済を補助
するものである」（同憲法11条）という文言で
ある。「個人経営経済」を「社会主義公有制の

補助」として存在を許すことは陳雲の経済思想
そのものといえる。陳雲の経済思想は憲法上の
文言となったのである。
　1988年「中華人民共和国憲法修正案」で，
11条に第3項が追加され「私営経済」（公有制
でない企業）を規定し，「私営経済は，社会主
義的公有制の経済を補助するものである。国家
は，私営経済の合法的な権利および利益を保護
し，私営経済に対して誘導，監督および管理を
実行する」と定めた。私営企業と，経済特区に
ある外資との合弁，合作，独資（外資単独出資）
企業が憲法上合法になった。
　陳雲の経済思想の視点から1988年憲法修正
の条文をみると，11条第3項に「私営経済」も
「社会主義的公有制の経済を補助するものであ
る」と「補助」の文言があることが確認できる。
このように1988年の憲法修正も「陳雲の鳥籠
理論」の範囲内にあるように文言上理解するこ
とができる。
　しかし，陳雲の経済思想は1988年まで実効
的で支配的な思想であったかというと，実際と

表 3　総産出に占める市場販売生産の割合

注）％表示とし，小数点 2桁は四捨五入した．
出所） 董辅礽，唐宗焜，杜海燕著（1995）『中国国営企業制度変革研究』，人民出版社，1995年 3月，

128頁より筆者作成



̶  39  ̶陳雲の経済思想と改革開放初期の政策

はかなり異なっている。
　当時副首相だった田紀雲は，憲法修正作業で
「国家は，経済計画の総合バランスと市場調節
の補助作用を通じ」の部分を，「計画ある商品
経済を実行する」に変更し，前文に「我が国は
現在社会主義初級段階にある」という文言を入
れるなどの提案を出したが，反対が強く条文化
できなかったと回想している。71）これは，前年
の中国共産党第13回全国大会で趙紫陽が「社
会主義初級段階論」を提起し承認されたことを
受けての憲法修正作業のことであった。
　「社会主義初級段階論」は中国が社会主義で
あるという通念を是認したうえで，しかし中国
経済は「初級段階」なので市場経済があっても
矛盾しないという理論である。これは市場メカ
ニズムを「補助作用」に止めず公認しようとす
る意図があった。陳雲の経済思想は厳しい攻撃
を受けていたといえる。
　この間の経緯について結論で述べるが，先に
経済思想の役割をどのように理解するかについ
ての本論文の方法論的な立場を説明しておき
た い。

Ⅳ．改革開放初期における
陳雲の経済思想の役割

A．方法論的な含意
　複雑で常に変化してきた中国の経済制度をど
のように理解するかという問に，説得力を持つ
説明を求めるにはどのような条件が必要かを考
えつつ，陳雲の経済思想の歴史的な意味を明ら
かにしたい。
　歴史的説明とは事象の流れの記述にすぎず，
それ以外の何ものをも求めないという伝統的な
考え方がある。そのような記述であっても，因
果的連続性に触れたとき主観的で断定的な評価
が無意識的に含まれる場合がある。
　その一因は，なぜ起こったかという問に対し
てより一般的な結論を導くための系統的な方法が
想定されていないところにある。たとえば，史料
では記載されていないような潜在的に作用してい

るメカニズムを考慮しないで，因果関係の記述が
おこなわれてしまう危険性がある。歴史において
も，妥当で検証可能な因果的記述を行い，推論の
妥当性を高める工夫が必要と思われる。
　陳雲の経済思想の意味を拡大された視点から
評価するため，歴史分析に実用性のある分析枠
組みの一つとして経路依存の概念を用いたい。
　経路依存は因果関係を観察し分析する概念の
一つであり，ある時点の事象やその過程が，あ
との事象や過程を強く制約する因果関係のパ
ターンを意味する。経路依存の実証に必要とさ
れる手続きとカテゴリーは，推論の妥当性を向
上させることを目的としている。
　 経 路 依 存 は 時 系 列 分 析（time-series 

analysis），つまり時間の経過にともなう変化に
着目した分析に属する。陳雲の経済思想をその
歴史的な効果を評価する場合，時系列分析の時
間は長期的にならざるをえない。陳雲の経済思
想が改革開放のスタートにおいて制度変化の指
導的理論となり，憲法上の文言にも反映される
など長期的な性質をもつこと，さらに改革開放
の複合的な成果は多年を経てはじめて確認され
るからである。
　そこで長期的な時間の経過にともなう制度変
化に着目し，妥当で検証可能な「因果プロセス
観察（causes-process observation）」必要な条
件を，中国を念頭において考えてみたい。
　まず第1に，共産党一党支配でトップリー
ダーの権力が強い中国にあっては，基本政策を
決定し行政的ルールを改変できる権力の安定度
やトップリーダーの思考の連続性は経済改革に
とって不可欠な要因といえる。
　中国の政治的トップリーダーは，制度を変更
することによって既存の資源の価値に影響をあ
たえ，新しい資源を作り出すことができるから
である。また情報の集中と，情報の恣意的な流
通で政治権力と行政裁量権を拡大または縮小す
ることもできる。
　第2に注意することは，因果的効果が働く文
脈の変質を注意深く観察することである。ここ
でいう文脈とは選択が行われた特定の時期にお



東京国際大学論叢　商学・経営学研究　第 1号　2015年 9月̶  40  ̶

ける政治的経済的環境を意味している。72）「意
図を超えた結果」，「効果が遅れて現れる要因
（slow-moving causes）」，「コントロールできな
い外的衝撃のタイミング」など，要因性格に注
意して文脈の変化を読み取る必要がある。
　第3の条件は，制度の経路依存性を考慮する
ことである。経路依存は，制度の歴史的文脈を
重視して制度生成や存続における因果性を考察
する概念として注目されている。技術における
経路依存は早くから注目されていたが，D.ノー
スは『制度，制度変化，経済成果』で制度にお
ける経路依存の重要性を明確に指摘した。
　文革後の安定した権力環境のなかで陳雲の経
済思想は改革開放を起動させる使命をおびた
が，陳雲は政治権力の中心になることはなかっ
た。1987年に胡耀邦の辞任，1989年の天安門
事件での趙紫陽の失脚があったが，鄧小平の力
は揺るがなかった。陳雲，李先念，姚依林，鄧
力群らは時に鄧小平の権力行使を制約すること
もあったし，鄧力群を総書記に擁立する動きも
起こしたが政権を奪うことはできなかった。鄧
小平がもつ最高レベルの人事権を譲らせること
はできなかった。また，鄧小平が「実事求是」
を唱道したことで，党や政府の官僚がイデオロ
ギー支配から距離をとって行政に集中できる環
境が生まれた。
　トップリーダーの「意図を超えた結果」がす
でに1980年代半ばにみられた。農業分野の戸
別請負制の導入が生産性の向上，所得拡大，自
由市場を短期間に達成させてしまったこと，さ
らに鄕鎮企業が国営企業の脅威になるほど成長
するようなことがあった。スピードと規模，そ
して犠牲や抵抗の少なさなどで予想を超えた成
功であった。
　この時期，中高等教育の就学率の増加，市場
取引での経験学習を得た人材の増加などの人的
リソースの蓄積が進んでいたことも指摘でき
る。これらの変化は，相当な時間の経過があっ
て結果に影響が現れる特徴を持っている。この
ような「効果が遅れて現れる要因（slow-moving 

causes）」は，経路（path）を逆戻りさせない

ように働くからである。以上のような文脈に
あって陳雲の経済思想の実効性は，現実の経済
の動きによって判定されることになる。
　第3の制度における経路依存を考慮すること
で，長期的な視野から陳雲の経済思想の実効性
を観察することができる。
　まず，経路依存性は，時間的な推移と時期区
分に示唆をあたえる。経路依存は，短期「重
大局面（critical juncture）と長期の自己強化
（self-reinforcement）プロセスとして記述され
る。「重大局面」のあと，経路（path）が確立
すれば文脈を破壊するような外生的なインパク
トがあるまで変化は生じないと想定される。
　つまり，短期の急速な変化のあとに長期の自
己強化が働き，制度的アレンジメントの大きな
変更はないと理解されるこの考え方は，因果メ
カニズムの起点としての「重大局面」の時期と
不可逆な分岐がおこる経路（path）が確定し自
己強化が働く瞬間までの因果関係の観察が重要
であることを意味している。
　そして，初期の当時には比較的小さいとみら
れた方向性の選択や出来事の順序で帰結に大き
な影響をあたえる可能性や，スタート時点での
「重大前提（critical antecedents）」を確認して
おく必要が指摘されている。
　さらに経路依存のもつ含意は，自己強化プロ
セスの観察が重要であることである。それは，
自己強化プロセスをメカニズムとして捉えるこ
とと，結果として最適な帰結を生み出すとは限
らないとする解釈を受け入れることである。例
えば，Dノースは「自己強化プロセス」を，B.アー
サーの技術分野での収穫逓増メカニズムを制度
に準用し規模の経済，学習効果，調整効果，適
合期待で説明を試みている。またアクターの自
己保身や慣性から制度変更のコストが大きいと
考量されれば，非効率的な制度を存続させるこ
ともあると指摘している。
　なお本論文では，初期の「重大局面（critical 

juncture）」に見られる選択や経済システムの基
盤となる制度の「自己強化（self-reinforcement）
プロセス」の開始時点に注目し，自己強化プロ
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セスのメカニズムの分析については別論文に譲
ることにした。

B．制度の経路依存 73）の視点から
1．経路（path）の確立
　記述の対象とする歴史プロセスは中国の改革
開放政策であり，そしてそれは現在も進行中で
ある。長期の歴史プロセスの中心テーマは，ビ
ジネス（企業）の形成と発展でそれを発生させ
た制度変化である。
　制度面で経路の選択がなされ「重大局面」が
終了した時点は1993年と考える。同年3月に
「憲法改正」が，11月には「社会主義市場経済
体制の若干の問題に関する決定」が採択，12

月に「中華人民共和国会社法」（施行翌年7月）
が制定された。
　この年の制度改革で国家と国有・非公有企業
の関係について根本的な制度変化がみられ，範
囲は（1）憲法上の権利と保障　（2）「法に基づ
く行政」と「現代企業制度」の導入　（3）「会
社法」の制定とコーポレートガバナンスの整備
に関係するもに及んでいる。これら一連の制度
変化で，陳雲の経済思想は完全に否定され，新
しい制度的な基盤が生まれたといえる。骨格部
分のみを簡単に説明したい。
　まず，憲法で「計画経済」は規定からなくなっ
た。国家は「社会主義市場経済」を実行すると
宣言し（憲法15条），さらに「個人経営経済､
私営経済等」の非公有制経済の位置づけは，社
会主義市場経済の「補充」から「重要な構成要素」
（憲法11条）に変更された。国営企業は名称を
国有企業に変更しれ，付与される権利は「経営
管理の自主権」から「自主経営権」（憲法16条）
に文言上強化された。
　このように陳雲の経済思想の核といえる，
「計画経済」と「市場調節」，「主要」と「補充」
の二分法は消え，さらに国有企業と非公有企業
は憲法上でも対等に近づいた。国家は非公有企
業経済に「発展を奨励・支持・指導」を与える
ことを憲法上保障したからである。
　以上は，憲法上国家が企業に与える権利と保

障についての制度変化であった。1993年度の
制度変化で，対企業行政についての根本的な
ルールも構築されている。これは，憲法と「社
会主義市場経済体制の構築をめぐる若干問題に
関する中共中央の決定」で表明された。
　国家は，非公有制経済の権利と利益を保護す
るとともに憲法で「法によって監督と管理を行
う」（憲法11条）と規定した。この「法によっ
て」の意味は，「社会主義市場経済体制の若干
の問題に関する決定」で「各級政府はみな法に
基く行政をし，法に基いて事をはこばなければ
ならない」とされ，「法に基づく行政」は党の
正式文書のなかで初めて認められた。74）さらに，
企業に対する「法に基づく行政」のガイドライ
ンが公表されている。それが「現代企業制度」
である。これは4つのコンセプトで解説されて
いる。
　まず，「産権清蜥」とは「財産権の帰属」を
明確にすることを意味し，企業は民事責任を
負う「法人実体」となった。「権責明確」は出
資者と法人の権益と責任を明確にすることであ
り，この結果出資者の権益も認められた。「政
全分開」とは，国家が国有企業に対して出資者
としての職能と行政職能とを分離することをい
う。さらに，企業が「独立した法人実体」にな
るため，マネジメントの能力を「管理科学」と
いう名称で表現し，内部組織，管理制度，出資
者―経営者―従業員の関係の調整，奨励と規制
の制度化を進めることが表明されている。「管
理科学」の範囲は，企業内の管理の効率化に止
まっていた陳雲の企業についての思想を超え，
かつより体系的な認識を表現していた。
　国家は，企業に対する制約は法によって告知
し，企業を法的かつ能力的に実体のあるもの育
成する方針を明確化した。この扱いに国有企業
と非公有企業の区別はない。ただし国家は国有
企業に，行政職能を分離し残った出資者機能を
どのように発揮するか，株式会社制度を公認
し市場規律（market discipline）を導入するか，
このような問題について方向性を示す必要が
あった。
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　改革開放のスタート以降の国営企業改革は，
「経営自主権」「工場制」「請負制」など財産権
の改革を避けてきた。しかし会社法の制定は，
財産権の多元化の制度的枠組みを準備するもの
であった。
　会社法制定 75）が画期的な制度変更であった
ことは当時の経済的背景から理解できる。天安
門事件後の景気悪化で国有企業の総資本利潤率
が低下し1991年は国営企業から国への利潤の
上納金が激減した。それには国営企業の制度的
な要因があった。国営企業の経営者は従業員へ
の賃金の支払いを上納金支払いよりも優先した
からである。国家は雇用の安定という目的か
ら，不採算企業に銀行に救済融資をさせてその
まま事業を継続させリストラを迫らないからで
ある。政府はいわゆる「ソフトな予算制約（赤
字補填）」の根本的欠陥に手を付けざるを得な
くなった。また1980年代に経営者の裁量権を
拡大したことから，国有資産を経営者が持ち逃
げする事件も当時多発していた。経営に規律が
求められていた。
　一方財政難から，政府も銀行も国営企業に資
金供給を継続できなくなっていた。そのため民
間資金の導入が不可欠であったが，それには民
間の出資主体の権益を保障することが前提で
あった。
　会社法による株式会社制度は，資本金を費消
した企業は破産させ退出させることで「ソフト
な予算制約」を解消すること，同時に国家がス
テークホルダーとして企業を統制し監視する
コーポレートガバナンス制度を導入することを
意味した。
　1993年の制度変化で陳雲の経済思想の中心
的な概念である，「計画経済」と「国営企業」
の存在が憲法条文から消え，「非公有企業」の
補助的役割が否定された。「法に基づく行政」
と「現代企業制度」は陳雲の経済思想からは導
き出されない制度変化であり，そして財産権の
多元化に踏み込んだ「会社法制定」は改革開放
のスタート時点からの国営企業改革の「経路
（path）」を完全な変更を意味した。もちろん

ルール変更が現実の行政にすぐ反映されるわけ
ではない。
　しかし，1997年以降の「抓大放小」，つまり
国有大企業を選別し改革を進め，中小を統合再
編上民営化する「国家経済の戦略的再編」がこ
の制度的変化を前提に実施されたことを考慮す
ると，1993年の制度変化が根本的で不可逆的
であったといる。つまり，制度変化の視点から
いえば改革開放のスタート時点から1993年ま
でとそれ以降は明確に区別することができる。
　1993年以降に，企業は公私の区別なく市場
経済の要請に応えられる組織能力を構築すべき
であるという明確な目標が存在し，目標やアプ
ローチも一新され，かつその方向が1993年以
降変化していないからである。
　
2． 「重大局面（critical juncture）」における陳
雲の経済思想の役割

　本論文では，1978年12月の「共産党第十一
期中央委員会第三回全体会議」から1993年の
「憲法改正」（3月）までを「改革開放初期」と
考えた。76）

　この間出来事として，国営企業の諸改革，農
業での生産責任制，経済特区，「社会主義初級
段階論」による商品経済（市場経済と機能的同
一物）の容認，非公有セクターの憲法での保障，
天安門事件，「南巡講話」などがあった。
　経済の高度成長は1984年頃から本格化し，
1989年の天安門事件を契機に調整期に入る。
1992年に再び再加速する。1984年の「社会主
義経済は商品経済」との決議が高度成長の開始
の年に，1988年の憲法修正は終わりの年にあ
たる。天安門事件を経て，1992年の「南巡講
話」は拡大路線への再転換の契機になり，1993

年の「現代企業制度」は絶好調な経済環境のな
かで決定された。
　このように説明すると，天安門事件による政
治的中断はあったが市場経済の導入，浸透，拡
大が一貫して政策的に推進されてきたたように
みえる，しかしそれは誤りである。
　1993年までの制度改革は，根拠のある予測
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や一貫した方針のもとに行われたものではな
かった。呉敬璉は「改革開放の初期，中国の指
導者達は自らの改革目標やモデルを設定するこ
となく，いわゆる「手探りで川を渡る」（訳注：
試行錯誤）方策を採用し，如何なる術であれ経
済を回復・発展させることができるならば，救
急策として用いた」と述べている。77）

　陳雲の経済思想は，改革開放当初から指導
的な役割をになった。共産党のリーダー間に
も「改革をどのような形で進めるべきか，と
いう点についてなんの合意もえられていなかっ
た」 78）。さらに，経済改革で中国の置かれた状
況を認識し，その意味を解釈し政策の方向性を
考えるうえでは陳雲の経済思想以外にはなかっ
たのである。というのは陳雲以外に，指導的な
政治家で国家の選択をリードする経済思想を持
つ者はいなかったし，そのような指導的な理念
が党のリーダー以外から表明される経験は中国
にかつてなかったからである。
　それに加え，鄧小平は経済運営の経験が無く
陳雲に敬意を払っていうえ，すでに指摘したよ
うに鄧小平の実用主義的な発想と陳雲の現実的
な思想とに共通するものがあった。なによりも
陳雲の経済思想は1980年代初期の経済現実に
つり合っていたといえる。
　しかし，経済思想は政策の基盤になっても，
経済思想そのものが経済成果をを直接生みだす
わけではない。どのようなスピードとプロセス
でどのような結果がでてくるかは，経済思想は
コントロールできないのである。
　陳雲の経済思想はスタート時点で大きな役
割をもったが，本論文でいう「改革開放初期
（1978‒1993年）」を通じて指導的な役割を果た
すことはできなかった。その明白な理由は，彼
の経済思想が経済的にも制度的にもイノベー
ションを導くものでなかったからである。
　鄧小平が「私自身も同志たちも予測しなかっ
たことで，突然このような効果が現れた」79）と
正直に述べたのは，鄕鎮企業が年生産高の価値
で20％を超える伸びをみせ農村の過剰労働力の
50％に雇用をしたという事実だった。80）すでに

触れたように，陳雲は農村の戸別請負制の導入
には懐疑的で実施に反対しなかっただけであり，
しかも戸別請負制実施の部外者だった。中央に
いた陳雲からみれば，計画経済と国営企業が
「主」であることに変わりは無く，経済思想と現
実は一致していたと認知されたかもしれない。
　国営企業の改革によって，国営企業内でマネ
ジメントの自立化が進んだが，成果においては
農業および特区と鄕鎮企業の成長度に比べ国営
企業の改革は失敗だった。「工業生産高に占め
る国有，非国営企業の割合」（図2）をみると，
1984‒5年を境に急激に非国営企業のシェアは
向上し，国営企業は低下している。鄧小平は鄕
鎮企業の成長スピードと雇用の吸収への貢献を
そのまま評価してその台頭を称賛したが，陳雲
にはそのような思考はできなかった。急速な非
公有企業の台頭を予測，肯定できず，さらに国
営企業の改革に革新的なアイデアも陳雲は提出
できなかったのである。
　経営自主権の拡大は1993年になって変更さ
れ，「現代企業制度」に変更された。財産権を
改革することによって，国有企業の成長を促進
する方針に転換されている。この方法は陳雲の
経済思想には存在しなかった内容である。
　その時の状況に対して，実用主義的に政策を
考えるという点では鄧小平，趙紫陽のほうが自
由に発想できた。自らの認識に忠実で正直に一
貫性をもとめる陳雲は，第1次5カ年計画のよ
うに物事が進んでいれば素晴らしい成果が得ら
れたはずだ，西洋のビジネスを導入すると国益
を損なうというアプリオリな観念から自由にな
れなかった。陳雲が，改革開放が始まってから
レーニンの帝国主義論を再読していたのも，そ
の現れである。81）

　これに対し鄧小平は，社会主義は市場経済を
排除しない，計画経済と市場経済を併用でき
る，どちらを主にするかは柔軟に選択できると
いう考えだった。もちろんソ連モデルにこだわ
る必要はないという実用主義を徹底した考え方
であった。
　趙紫陽は陳雲を尊敬し「経済に関してもっと
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も深い知識をもつ一人で，独特の鋭い洞察力の
持ち主だった」82）と述べている。しかし，趙紫
陽は経済学を体系的に学んだことも陳雲のよう
に中央にいて経済政策を担当したこともなかっ
たが，経験から学習することができた。
　たとえば趙紫陽は1985年2月に，「私人企業
のある程度の発展はわが国の国民経済の発展に
とって有利である。将来私人企業がかなりの発
展を遂げたとしても国営企業と比較すればまだ
まだとても小さいものであり，国家の経済命
脈を押さえることなど不可能である」83）と人民
日報でコメントしている。これは，陳雲の「鳥
籠理論」の範囲内でコメントをしてはいるが，
1985年段階で民間セクターの成長に注目して
公認する方に目を向けた発言であった。
　さらに，趙紫陽は「現代企業制度」の必要性
を予見できるような認識に近づきつつあった。
「私がもっとも深く認識したのは，中国経済の

欠陥を根絶するにはシステムを市場経済に転換
させるしかなく，そのためには財産権の問題を
解決しなければならない，ということだった。
それは，実際的な経験と，長い悪戦苦闘の末に
到達した結論だった」84）と回想している。陳雲
はこのような考えにはいたらなかった。
　陳雲は，現実的な観察ができる人物であっ
た。改革開放初期のどの時点で，彼の経済思想
が現実に追いついていないと気付いたのか，趙
紫陽の証言から明らかにしておきたい。
　陳雲が最初にそのことに気付いたのは，1984

年10月ごろと推定される。党の12期3中全会
の「経済改革に関する決定」の草案を趙紫陽は
「政治局常務委員会」に送付し，鄧小平，陳雲，
李先念の賛成を得たが，陳雲はそのとき「1950

年代に実践していた手法の多くはもはや時代に
そぐわなくなっている」と述べた。ところが，
1985年9月政治局常務委員会全体会議には「計

図 2　工業総生産高に占める国有・非国有企業の割合

出典） 羅歓鎮（2011）181『中国高度経済成長およびその制度的要因』東京経大学会誌：経済
学　第 271号，181頁より転載

　注）① 1985‒97年は村工業の生産高を含んでいる．
　　　② 1996年以降の国有企業は，国有企業及び国有支配企業の生産高を含んでいる．
　　　③  1998年以降の統計対象は，すべての国有企業と販売額 500万元以上の非国有企業とな

っている．
出所） 国家統計局国民経済総合統計司編『新中国五十五年統計資料彙編』48頁及び『中国統計

年鑑 2010』514，524頁．（単位：％）
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画経済が主であり，市場調整は補助的なものと
いう考えを基盤するべきで。この考えは時代遅
れではない」と語る演説草案を趙紫陽に送って
来た。85）陳雲に逡巡がみられたと考えられる。
　このころ，趙紫陽が陳雲の自宅を訪問し，文
言の調整を陳雲に相談する出来事があった。
「補助としての市場調整」のところに「計画が
なく，需要に応じて水準を設定する生産現場に
適用される。すなわち，計画なき調整である」
と入れて欲しいというのが趙紫陽の要望であっ
た。86）レトリックの問題であるが，それには深
刻な意味内容が含まれていた。問題は計画生産
の範囲，言いかえれば市場取引の範囲のデザイ
ンに関係していたからである。
　当時，国務院は商品を「計画の対象となる商
品」「間接計画の対象となる商品」87）「流通市場
の調整をうける商品（日用雑貨品）」に分類し
ていた。そして「補助としての市場調整」を課
すと市場取引の範囲は一挙に制約された。趙紫
陽には間接計画の市場需要に応じて生産される
多くの製品に「補助としての市場調整」の制約
を課さないで，「流通市場の調整をうける商品
（日用雑貨品）」だけ適用されるようにする意図
があった。多くの商品を市場調整に委ね，それ
が「補助としての市場調整」として制約された
くなかったのである。
　陳雲は了承したが「陳雲はそのような解釈は
していなかっただろう。彼の真意は全く違って
いた。しかし，少なくともわれわれとしては，
そのように解釈できた」88）と趙紫陽は述べてい
る。これは趙紫陽側に市場取引の範囲を拡大し
ようという意図があり，そしてこの時点で陳雲
に大きな権威があって無視できない状況だった
ことを示している。
　1987年には陳雲は自らの経済思想と党の考
えがはっきりと分離したことに気付いたことは
間違いない。1987年の第十三回党大会での政
治報告で，趙紫陽はいずれ経済機構が「国家が
市場を調整し，市場が企業を誘導する」つまり，
国が担うのは調整する役割だけで，そのとき経
済的手段のみを用いるようになると報告した。

改革開放に前向きな政治状況だったのでその草
案を陳雲に事前に送ったところ，陳雲は公然と
反対しないが承認もしなかった。趙紫陽が大会
で政治報告を始めると反対はしなかったが陳雲
は議場をでて棄権した。長老が途中で議場を出
ることはしばしばあったが，陳雲は経済問題で
は責任感が強くそれまで体調が悪くても最後ま
で聞いていたので，この退出は陳雲の意思のあ
る行動だったと趙紫陽は判断している。
　1985－1987年頃は，改革開放の政策の結果
があきらかになり始めた時期であった。この時
期，陳雲と趙紫陽との間で判断が分かれたので
ある。89）

　当時の中国経済の課題として，陳雲に認識が
なく趙紫陽が気付いていた点を考えておくこと
は陳雲の経済思想の命脈をみるうえで重要な要
素であると考える。一つは財産権の改革が必要
あるということだった。これはすでに触れた
が，もう一つ決定的な差がみられる点がある。
趙紫陽は，中国経済の流通に欠陥があることに
気付いていたことである。これは計画経済の効
率性と直結する問題であるというのが趙紫陽の
判断であった。
　陳雲の経済思想は，物流や流通が生産に必
要だという認識はあったが，物流や流通の欠陥
が計画経済の非効率を増幅するという考えはな
かった。これに対して趙紫陽は，生産と流通の
両方が中央の計画経済で行われると，官僚主義
の弊害から非効率が蔓延することを発見した。90）

　この弊害を避けるためには趙紫陽は「需要と
供給の法則を発揮させることで，市場の潜在能
力を引き出す」ことだという考えにいたった。 91）

これは1984年段階ですでに気付いていたが，
1987年には「自由市場の原則に依存する経済
を実現していた」「ただ自由市場という言葉は
イデオロギー上使わなかっただけである」92）と
発言している。陳雲の「鳥籠理論」は現実に合
わなくなるどころか，足かせになるほど現実が
進んでいたというのが趙紫陽の見方であった。
　流通を計画経済で運営するかの是非は，改
革開放のスタート時点での「重大前提（critical 
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antecedents）」と関係している。
　先進国のビッグビジネスはすべて，大量生産
と全国市場が登場してから生まれている。中国
には競争市場もなく，全国的な取引もなかっ
た。この条件が，国営企業の成長戦略を制約し
生産性が高められなかった一因である。そして
それは，国営企業が責任数量の達成を至上命題
とすることでさらに深刻化する。すでに述べた
ように，リスクを避けようとして，部品や原材
料を内製化し在庫を多く抱え込もうとするから
である。市場から調達できないので，効率的な
分業を利用することができないのである。
　この現象の根本原因は毛沢東時代の中央と地
方の統治システムに由来している。毛沢東は中
央政府が肥大化することを懸念し，地方分権化
を進めた。中央コントロールを小さくして行政
を分権化したため，地方は自己充足的な単位と
して統治されることになった。つまり，地方と
地方の間で交易が起こらないようにどこの省で
も「ワンセット」的に設計された。中央直轄の
国営企業の多くは生産財産業であり，地方政府
の国営企業間に取引が増えることは予想されて
いなかった。国営企業は地域間取引によって必
要な資材を購入するのでなく，政府から多くの
割当を受ける努力をすると同時に自社で内製化
する傾向がうまれた。前者は国営企業のレント
シーキングを誘発し，後者によって分業による
効率性を失っていたのである。
　全国的流通，取引が未発達という「重大な前
提」は，経営自主権を拡大し請負制を導入する
とともに国営企業の非効率性が顕在化してき
た。これに対し，経済計画の外にある鄕鎮企業
は，国営企業から余剰製品を購入して生産し，
同時に販路を拡大することが可能になったから
成長できた。計画生産が国営企業の競争力を相
対的に低下させるように働き始めたのである。
　1980年代の後半に，国土が広大で，通信と
輸送網が弱く，地域間取引が未発達あることに
問題を趙紫陽は感じ，陳雲は気付かなかったの
である。請負制が普及し計画生産外の取引が拡
大すると，国営企業も民営企業も地域市場を超

えて交換が加速することになる。この成長のダ
イナミズムを可能にする資源配分機能が必要と
される。これに市場メカニズムを「従」として
対応するべきだと考えるのが陳雲であり，市場
メカニズムで解決しようとするのが趙紫陽の考
えであった。
　陳雲の経済思想と経済現実に差異がうまれ始
めたのは，1984年－1985年頃にあたる。呉敬
璉がいうところの「1970年代末から1980年代
初期の「命令経済」（訳注：統制経済）がまだ
絶対優勢であった時代に，その後の中国の市場
経済の形成にとって重要な意義を持つ柔軟な制
度」の成果が出始めた頃であった。陳雲の経済
思想が中国経済の成長を導く力は，このころに
尽きていたといえる。
　陳雲の経済思想は，改革開放政策に大きく貢
献したことは否定できない。すでに指摘したよ
うに，市場的要素を導入する，企業内でマネジ
メント要素を重視するという，陳雲の経済思想
に見られる二つの要素は，改革開放のスタート
時点で有効かつ政治的な影響力のある内容で
あったいえる。陳雲の経済思想から，都市での
自営業，地方農村での生産責任制，鄕鎮企業で
の雇用などが容認された。また集団所有制企業
の存続など市場的要素を復活させるのに大きな
貢献がみられたし，さらに「計画を主」と主張
することで，既得権益層にも安心感をあたえる
思想だったといえる。
　マクロ的には市場経済を一部導入し，国営企
業に市場取引に参加させるという変化と，ミク
ロ的に損益単位としてマネジメントの自立性を
高めるというのが，同時進行でおこなわれたの
が1980年代の改革開放の初期の政策であった。
陳雲の経済思想の特徴である，市場的な要素を
「従」として認めること，生産単位を機能的に
運営すべきという主張は，スタート時点の影響
力と貢献は大きかった。
　すでに述べたように1988年に趙紫陽は中国
経済を「社会主義の初級段階」と規定すること
で市場経済を拡大させる方向に舵をきる決断を
していた。ここに至って「計画は主，市場調節
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は従」の原則は，現実を導く思想としての使命
を終えたのである。「市場調節は従」はスター
トにプラスだった。そのスタートが原因となっ
て結果が生まれ「計画が主」がこの時点ですで
に危うくなっていたのである。
　陳雲が関与しなかった経済特区，農村の生産
責任制はイノベーションが起き「予期しない効
果」をあげていた。93）「計画が主」の原理的な
考えが足かせになって，陳雲は所有制を変更す
る経済改革については思い至らなかった。陳雲
は，ロシアを賛美してアメリカを嫌い，公有制

は普遍の原理と考えて財産権の改革による経済
活性化には考えが及ばなかったのである。
　このように改革開放後，陳雲の経済思想が実
効性のある指導理論となった期間は実際には短
かった。ただ，自らの経済思想がそのまま憲法
の規定になり，国家の命運をかけた歴史的な大
改革を始動させる力のあった経済思想は歴史上
稀といえよう。社会主義経済下でも生命力を
保った，陳雲の実証的な精神の歴史的成果で
あ る。

注
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るように制度をプレーヤーの選択集合と理解
し，制度変化とプレーヤーの特性に着目して
観察することを意味している．（ダグラス・
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1．はじめに

　最近，増税により家計支出を見直したり，環
境資源を意識することにより購入製品の変更や
消費抑制を自らに課す消費者が増えている。政
府による増税政策は消費に費やす予算を直接的
に減らし，環境資源についての知識や情報は製
品購入における省エネなどの節約意識を醸成さ
せている。こうしたマクロな制約要因は，ある
製品の購入自体の関心を下げたり，個々の製品
に求める価値を変えるなど，消費に対する個人
の関心や関与といったミクロな要因にも影響を
与えていると考えられる。
　こうした状況は，企業が打ち出す最近のさま
ざまな施策からも感じ取ることができる。例え
ば，価格面では高価格と低価格の二極化が進
み，自社のホームページでは製品の社会的価値
をアピールするために環境への取り組みが熱心
に発信されている。制約状況が強まると，魅力
的な製品価値の提供が限られた消費者の関心を
奪い合うため，企業において自社製品の価値を

強調する施策が喫緊の課題となってくる。で
は，ますます強まっていく制約状況の中で企業
は自社製品のどのような価値を重視したり，創
造したりしていけばよいのだろうか。製品価値
は，当該製品にむけられる消費者の関心と裏表
の関係であるため，自社製品にこれまで向けら
れてきた関心が制約要因によってどのように変
化するのかを捉えられれば，企業にとって有意
義な知見を提供できるものと思われる。
　そこで本研究では，製品に対する消費者の関
心，つまり製品関与に焦点をあて，制約要因に
よってそれらの関心が変化するメカニズムを解
明していく。製品関与はマーケティング研究に
おける鍵概念であるが，製品関与の質的変化に
ついてはほとんど注目されてこなかった。本研
究では対象の価値変化のメカニズムを説明する
コモディティ理論（Brock 1968，1992）のフレー
ムワークに基づきながら，制約による製品関与
の変化を探っていきたい。
　次節において，まずコモディティ理論を概観
し価値変化のフレームワークを解説する。その
後，制約に関する概念を示したうえで研究命題
を提示し，2つの制約要因を用いた調査を実施
する。この消費者調査の結果を用いて，製品関
与が制約によって変化するメカニズムを明らか
にする。

制約要因の知覚と製品評価
─コモディティ理論に基づく価値変化のメカニズム─

平  木  い く み
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2．先行研究レビューと命題の提示

2.1　コモディティ理論
　すべての財とサービスの経済的価値はそ
れらの希少性に依存するという希少性の原
理（principle of scarcity）は経済学者である
Gustay Cassel（1866－1945）によって提唱さ
れた概念である。マクロ的かつ客観的概念であ
る需給調整の基本原理として位置づけられた同
理論は，消費者のミクロ的かつ主観的な欲求充
足における価値（ベネフィット）を生み出す理
論としてBrock（1968）によってマーケティン
グ研究に取り入れられた。彼が提唱したコモ
ディティ理論（1968，1992）によると，コモディ
ティとはポジティブやネガティブといった有用
性の程度を伴う実質的もしくは潜在的に独占可
能な対象であり，有形財だけでなく情報，経
験，スキルなどの個人特性も含まれる。それら
コモディティは，需要と供給の不均衡といった
何らかの原因に起因して入手困難性が知覚され
ると価値が変化する。この入手困難性の知覚に
よるコモディティの価値変化のメカニズムが希
少性効果であり，いくつかの重要なポイントが
説明されている（図表1）。
　1つは，入手困難を知覚させる原因が希少性
効果の強さを規定する点である。需要（人々の
欲求に対して供給が追いつかない）と供給（資
源不足や供給制限）の不均衡の程度によって知
覚の強さが変わってくる場合もあれば，入手困

難性の知覚の強さが心理的リアクタンス（反発）
の大きさに影響を与えることもある。心理的リ
アクタンス（Brehm 1966）とは，自由な入手
機会の制限に対する反発であり，リアクタンス
の大きさによって入手機会の自由を回復するた
めの欲求が影響を受け，結果的にコモディティ
の魅力評価に影響を与えることになる。
　2つめは，コモディティの質が希少性効果に
おける対象の価値評価（希少性効果の結果）に
影響する点である。記述の通りコモディティ
は有用性の程度を伴うが，この有用性につい
てBrock（1992）は，初期の論文で対象として
いたポジティブな側面だけでなく，ネガティブ
な側面にも希少性効果が生じることを議論して
いる。
　3つめは，入手困難性の知覚と対象の質に
基づくコモディティの価値変化（希少性効果）
が，ポジティブな対象はよりポジティブに，ネ
ガティブな対象はよりネガティブに，コモディ
ティの価値を偏向させる現象を指す点である。
つまり，製品（ポジティブな対象）は入手困難
性の知覚によってよりポジティブになるだけで
なく，奇病（ネガティブな対象）はまれにしか
かからないと知覚されているがゆえに（たとえ
致死率が同じ他の病気よりも）恐怖感や嫌悪感
（ネガティブな価値）が強くなる。また元来，
有用性が認められていない対象は入手困難性が
知覚されても価値はそれほど高くならない，と
解釈できる。

図表 1　コモディティ理論に基づく価値変化のフレームワーク

Brock, Timothe C and Laura A. Brannon（1992）を参考に筆者作成．
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2.2　マーケティングにおける希少性研究
　コモディティ理論以降，希少性はマーケティ
ング分野において有用性が高い製品（コモディ
ティのポジティブな側面）の価値評価を高め
る原理として認識され，いくつかの観点から
実証研究が進められてきた。1つは，希少性の
原因に着目した研究である。入手困難を知覚
させる多くの原因のうち，企業による限定販
売やタイムセール，消費者によるブームや買
い占めといった直接的に対象の少数状態を知
覚させる原因が希少性効果を生じさせやすい
ことや（Verhallen 1982; Verhallen and Robben 

1994; Steinhart et al. 2013），数の減少変化を可
視化することが希少性効果を加速することがわ
かっている（有賀，井上 2013）。また需要に基
づく原因よりも供給に基づく原因の方が対象の
希少価値が高まる傾向も示されている（平木 

2012）。
　希少性が情報処理に及ぼす影響についても研
究が進められている。希少性は情報処理の精
緻化を促すという研究もあれば（Worchel, Lee 

and Adewole 1975; Inman et al. 1992; Brannon 

and Brock 2001），ヒューリスティック処理を
促すという研究もある（Lynn 1992; Cialdini 

2001）。一般に，希少性による処理方略の違い
は情報処理のモチベーションに依存し，情報処
理モチベーションが高い場合に希少性は対象の
ヒューリスティクスを手がかりとした処理を
促すようである（Suri and Monroe 2003）。時間
制約のもとでは高価格，高品質，ユニーク属
性といったヒューリスティクスを手がかりに
（Nowlis 1995），製品関与が高い場合は価格を
品質判断のヒューリスティクスとする処理を促
していた（Suri, Kohli, and Monroe 2007）。
　個人的要因に着目した希少性研究では，被
験者の感受性（Eisend 2008），知識（Aguirre-

Rodriguez 2013），制御焦点（Ku et al. 2012），
他者との同調性（Van Herpen et al. 2009）など，
さまざま個人特性や心理的要因が希少性効果を
生み出す要因として考えられている。たとえ
ば，人気による希少性は相互協調性の心理から

（Van Herpen 2009），限定による希少性は相互
独立性の心理から（Gierl and Huettl 2010）対
象に希少価値を生じる傾向があることがわかっ
ている。
　なお，入手困難性の知覚は消費者の主観に基
づくため，実質的には需給均衡に基づかない要
因によって入手困難性が知覚される場合でも
希少性の概念を用いて研究が進められてきた
（例えば時間制約の研究）。したがって，マーケ
ティングにおける希少性研究は経済学で対象と
する希少性よりも広い要因に起因する現象を
扱っていると考えられる。

2.3　研究目的と制約の概念
　コモディティのポジティブな側面への価値評
価に焦点が当てられてきた希少性研究は，水と
ダイヤモンドの議論（Adam Smith）において
水より有用性が低いダイヤモンドに対して「ど
のように」価値が生じるかに関心が寄せられて
きた。しかし，仮に水とダイヤモンドの入手困
難性が同程度に高まったとき水とダイヤモンド
それぞれが生み出す価値の大きさや質に違いは
ないのだろうか。既存研究では，コモディティ
の質的差異が製品の価値評価に影響を与える
（Brock 1968）という視点はほとんど注意が向
けられてこなかったため，希少性によってコモ
ディティに「どのような」価値が生じるかにつ
いては解明されていない。本研究ではこの点を
明らかにする。つまりコモディティの質的差異
に基づく価値の偏向効果を解明することが本研
究の目的である。そのため，製品カテゴリー横
断的に入手困難性の知覚に影響を及ぼす要因と
して制約の概念に着目する。「制約」とは物事
の成立に必要な条件や規定，あるいはそれら条
件や規定が自由な活動をおさえつけることであ
り（広辞苑），制約要因は購入における消費者
の検討や選択の自由を制約することによって消
費全体へ影響し，購入対象となる複数製品の入
手困難性の知覚を通して個別製品の価値評価に
同時に影響を及ぼすと考えられる。
　本稿では制約要因として環境制約と家計制約
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を取り上げる。環境制約は今後すべてのマーケ
ティング活動の制約要因になっていく様相をま
すます強めていくため（加藤 2009），企業の取
り組みも提供する製品や発信するプロモーショ
ンに環境を意識する要素がますます増えていく
だろう。当然，受け手である消費者について
も，社会や企業活動に環境制約の色合いが濃く
反映されるようになってくると，環境への義務
感や社会的規範意識が醸成されるようになり，
それらは消費行動全体を抑制していく方向へ
進んでいくことになるだろう。一方，増税が消
費支出の実質的な減少をもたらしたり（総務省
H27家計調査），消費の二極化をもたらしたり
している状況が報告されているように，家計制
約は消費における予算制約を強く意識させるこ
とによって所得の希少性を知覚させ，消費支出
や消費行動全般に影響を及ぼしていくだろう。
つまり，環境や家計といった制約要因の知覚は
消費者の支出全体に対する価値づけを再構成さ
せるため，カテゴリー横断的に製品の価値評価
を変化させると考えられる。このように，製品
関与の変化をカテゴリー横断的に捉え，かつ個
別製品の質的変化を相互に比較しながら分析す
ることを可能にするマクロ的な制約要因は，本
研究の目的であるコモディティの質的差異に基
づく価値の偏向効果を明らかにするうえで非常
に有用であると思われる。

2.4　本研究の命題
　以上から，本研究ではコモディティの代理変
数として製品に対する消費者の関心，つまり製
品関与に焦点をあて，製品関与の質的差異に基
づく価値の偏向効果を，制約要因を用いた文脈
において明らかにしていきたい。製品関与は情
緒的関与や理性的関与など質的に異なる価値を
反映したものである。したがって，制約要因に
よって入手機会の自由や入手困難性の知覚が高
まると，情緒的関与が高い製品は情緒的価値が
より高くなり，理性的関与が高い製品は理性的
価値がより高くなることが予想される。ニュー
トラルな対象の価値は生じにくいため，制約が

知覚されても低関与の製品に対して価値の偏向
効果は生じないと考えられる。調査では，対象
の質的差異として情緒的関与と理性的関与，お
よびその強さ（高低）を測定した4種類の対象
に対し，制約を知覚させるメッセージを提示し
たうえで対象の価値を測定する。こうすること
で，情緒的関与が高く理性的関与が低い製品に
ついては，メッセージの知覚によって対象の情
緒的価値だけが高まることが予想される。本研
究の命題は以下のとおりである。
　
命題1： 製品関与が高い場合，制約要因の知覚

によって当該製品に対する価値評価は
高くなる。

　（a） 情緒的関与が高い場合，制約要因の知
覚によって当該製品における情緒的価
値の評価が高くなる。

　（b） 理性的関与が高い場合，制約要因の知
覚によって当該製品における理性的価
値の評価が高くなる。

命題2： 製品関与が低い（ニュートラル）場合，
制約要因を知覚しても当該製品の価値
評価は変化しない（高くならない）。

　また，制約を知覚させる原因は希少性効果の
強さを規定するため（Brock 1968），環境と家
計といった制約要因の違いによっても価値変化
の程度や傾向が異なる可能性がある。一般に，
環境要因は道徳や規範といった社会的価値を含
む情緒面への影響が強く（Carson and kangun 

1993），家計要因は価格判断に直結し，客観的
な思考面への影響が強いと考えられる。した
がって，環境制約は情緒的関与の価値変化への
影響が強く，家計制約は理性的関与の価値変化
への影響が強くなると予想される。

3．予備調査

3.1　製品関与の測定
　事前調査の目的は，本調査の対象である製品
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関与の質的差異を測定し，分類することであ
る。そのため，製品における情緒と理性の相対
的重要性とそれらの絶対的大きさから製品関与
を測定したChaudhuri（2006）のARI（Affect /

Reason / Involvement）モデルを採用する。ARI

モデルでは製品に対する情緒と理性をそれぞれ
単一尺度で測定し，その比率（A/R比）によっ
て製品における情緒と理性の相対値な重要性を
測り（1以上で情緒的関心が高い），情緒と理
性の平均値（Buck and Chaudhuri 1994）によっ
て関与の大きさを測る。たとえば情緒が8で理
性が4の場合，A/R比は2で平均値は6となる。
他方，情緒が2で理性が1の場合もA/R比は2

となるが，平均値は2となる。両者ともに製品
における情緒面の魅力が強く，前者の方が製品
関与は高いことが理解できる。製品関与は情緒
と理性がどちらも低ければ低水準となり，どち
らか一方が高ければ中程度となり，どちらも高
ければ高水準となる。
　2014年3月17，18日にマクロミルのモニ

ター 416人（20代から50代の男女均等割り付
け）に対してインターネット調査を実施し，
Chaudhuri（2006）が取り上げた30カテゴリー
のうち，サービス財と日本において一般購入品
として馴染みが薄い製品（例えばバッテリー
等）をいくつかの製品に代替し，合計24カテ
ゴリーの製品関与を測定した。まず，すべての
製品に対して10を最大値とした一方の尺度で
評価してもらい，その後に10を最大値とした
もう一方の尺度で評価してもらう，という手続
きである（Chaudhuri 2006）。情緒についての
質問項目は対象製品に対して喜びや楽しみなど
の感情を感じる程度ついて，理性についての質
問項目は対象製品の機能や効用，他ブランドと
の違いなどについて考える程度を測定する。製
品の提示順や質問項目の順番を操作し，疲労や
順番による影響を最小限に抑えている。

3.2　分析結果
　図表2には，各製品の情緒と理性の平均値，

図表 2　製品カテゴリーにおける情緒と理性の平均値と比率
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A/R比，および関与値が示されている。A/R比
に関しては，Chaudhuri（2006）に従い1以上
の製品を高A/R比とし（相対的に情緒の重要性
が高い製品），1未満の製品を低A/R比（相対的
に理性の重要性が高い製品）とした。また関与
値に関しては，単純に（R+A）/2の値が高い方
が高関与であると考えた。たとえばパソコンと
自動車は情緒と理性のどちらの平均値も高いた
め関与値が高く示されているが，パソコンは理
性の重要性が高く，自動車は感情の重要性が相
対的に高い製品となっている。チョコレートや
医薬品は関与値が中程度であるが，チョコレー
トは情緒と理性の重要性が同程度，医薬品は理
性の方が相対的に重要な製品であると理解する
ことができる。これらの製品をA/R比（情緒と
理性）と関与（高関与と低関与）とで分類され
た4つのグループへ配分し，各グループで2つ
ずつの製品を分析対象とした。具体的には，高
A/R比（相対的に情緒の重要性が高い）で高関
与の製品として上位2つの自動車と家庭用電気
製品，低A/R比（相対的に理性の重要性が高
い）で高関与の製品として上位2つのパソコン
とビール，高A/R比で低関与の製品として下位
2つの文房具とチョコレート，低A/R比で低関
与の製品として下位2つのペットフードと清涼
飲料水を取り上げている（図表3）。これら製
品に対する関与値の差異が，制約要因の知覚に
よる対象の価値変化に影響を与えることを本調

査で明らかにしていく。

3.3　制約要因
　制約要因として，家計制約は増税に関する
メッセージを，環境制約は資源浪費に関する
メッセージを作成した。2）事前の予備調査に
おいて（大学生への質問紙調査：家計制約N 

= 19，環境制約N = 19，なしN = 18），各メッ
セージ条件がコントロール条件よりも購入機会
の制限の知覚が高まるとともに（家計：t(35) 

= 3.687, p < 0.01，環境：t(35) = 5.26, p < 0.01），
消費抑制意識も有意に高まることが確認された
（t(35) = 5.54, p < 0.01，環境：t(35) = 2.34, p < 

0.05）。

4．本調査：制約要因による調査

4.1　調査概要
　制約を知覚させるメッセージを用いて製品関
与の変化を調査した。製品関与の偏向効果は，
制約知覚を課さない条件（コントロール群）と，
制約知覚を課した条件における製品の情緒的価
値と理性的価値との比較において分析した。情
緒と理性といった関与の本質的次元の測定を，
製品の情緒的価値と理性的価値の評価へ操作
化することは過去の多くの広告研究において
十分に立証されている（たとえばZaichkowsky 

1994）。製品の情緒的価値と理性的価値の測定

図表 3　関与と A/R比に基づく分析対象製品の分類
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は，Buck et al.（1995）をベースに製品の快楽
次元を測定する3項目と，機能的次元を測定す
る3項目（価格，性能，品質）を用いている。
　2014年3月27，28日にマクロミルのモニター
212人に対してインターネット調査を実施した
（男女均等割り付け）。家計制約条件（N = 70）
と環境制約条件（N = 72）は各制約メッセージ
を読ませた上で，事前調査で選択した8製品に
対する情緒的価値と理性的価値を測定した。コ
ントロール条件（N = 70）に関しては制約メッ
セージを読ませるという課題を課さずにダイレ
クトに回答を求めている。製品の提示順や質問
項目の順番を操作し，疲労や順番による影響を

最小限に抑えている。

4.2　環境制約に関する分析結果

　まず，事前調査で選択した製品の関与値が，
メッセージなし条件における情緒的関与と理性
的関与の値と同じ傾向であるかについて見てみ
たところ，8製品すべてにおいて関与値（高低）
とA/R比（情緒的 /理性的）の傾向が一致して
いることが確認された（図表4参照）。つまり，
事前調査において相対的に情緒の重要性が高
く，高関与の製品である自動車と家電は，本調
査においても機能的価値より情緒的価値の値が

図表 4　環境制約による製品価値の分析結果
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高く，その値は情緒的価値の重要性が同様に高
い文房具とチョコレートよりも高い値（高関与）
になっていることが確認された。したがって，
メッセージなし条件における情緒的関与と理性
的関与を，当該製品に事前に有していた製品関
与として分析する妥当性を確保することがで
きた。
　続いて，環境制約の有無が製品の情緒的価値
と機能的価値に差を生じさせているかを確認す
るため，t検定（片側検定）を行った。3）まず，
各製品に対する情緒的価値と理性的価値は，
メッセージなし条件（既存の製品関与）よりも
環境制約のメッセージあり条件の方が高くなっ
ている。この傾向は，8製品すべての情緒的関
与と理性的関与に共通してみられる結果であっ
た。環境制約を知覚した顧客は，製品に対する
価値評価を高める傾向があることが示された。
　次に，製品グループごとの価値評価の結果を
見てみよう。命題では，環境制約の知覚は事前
に有していた製品関与が高い場合には当該製品
の価値を高め，事前に有していた製品関与が低
い（ニュートラル）場合には当該製品の価値が
変わらないと予想した。また高関与の場合にお
いて，価値の変化は製品関与の質的差異に応じ
て起こり，相対的に情緒的関与が高い製品はそ
れらの価値が，理性的関与が高い製品はそれら
の価値の変化がより大きいと考えた。
　図表4の結果に示されるように，情緒の重要
性が高い高関与グループの家電と自動車は，環
境メッセージの知覚によって機能的価値は高ま
らないが情緒的価値は有意に高まっていた。一
方，情緒の重要性が高い低関与グループの文房
具とチョコレートは，環境メッセージを知覚し
ても当該製品の機能的価値も情緒的価値も有意
に高まらないことが示された。また，理性の重
要性が高い高関与グループのビールとパソコン
は，ビールについては環境メッセージの知覚が
情緒的価値と理性的価値を有意に高めていた
が，パソコンについては両価値について有意な
結果は得られなかった。一方，理性の重要性が
高い低関与グループのペットフードと清涼飲料

水は，環境制約の知覚によって両製品の機能的
価値が弱い傾向で高まることが確認されるとと
もに，清涼飲料水については強い傾向で情緒的
価値が高まることが示された。したがって，環
境制約の知覚は情緒の重要性が高い製品グルー
プにおいて，低関与製品の価値変化よりも高関
与製品の価値変化に強く影響を与え，製品の質
的差異に基づいて理性的価値よりも情緒的価値
を高めるといった予想を支持する結果が示され
た。一方，理性の重要性が高いグループにおい
ては，高関与グループでは1つの製品の価値変
化に有意な結果が示されず，低関与グループで
は機能的価値よりも情緒的価値が大きく高まる
結果が得られるなど，高関与グループにおいて
機能的価値が高まるという予想を支持する結果
は得られなかった。

4.3　家計制約に関する分析結果
　次に，家計制約が製品の価値変化に与える影
響を分析していく。環境制約と同様，家計制約
の知覚は事前に有していた製品関与が高い場合
に当該製品の価値を高め，事前に有していた製
品関与が低い（ニュートラル）場合は当該製品
の価値を変えないだろう。また高関与の場合に
価値変化が製品関与の質的差異に応じて起こ
り，相対的に情緒的関与が高い製品はそれらの
価値が，理性的関与が高い製品はそれらの価値
の変化がより大きくなることを予想した。
　家計制約の有無が製品の情緒的価値と機能
的価値に差を生じさせているかを分析するた
め t検定（片側検定）を行った。図表5の結果
に示されるように，情緒の重要性が高い高関与
グループにおいて，自動車については機能的価
値と情緒的価値が弱いレベルで高まっていた
が，家電については両価値について棄却されて
いる。一方，情緒の重要性が高い低関与グルー
プの文房具とチョコレートは，文房具の機能的
価値が強いレベルで高まるとともに，両製品の
情緒的価値についても弱いレベルで高まること
が示された。また，理性の重要性が高い高関与
グループのビールとパソコンは，家計制約の知
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覚が両製品の機能的価値を大きく高めるととも
に，情緒的価値についても高める結果が示され
た。同様に，理性の重要性が高い低関与グルー
プのペットフードと清涼飲料水についても機能
的価値が大きく高まり，特に清涼飲料水の機能
的価値の評価が高くなっていた。清涼飲料水に
ついては情緒的価値も弱いレベルで有意な結果
が示されている。以上から，家計制約の知覚は
情緒の重要性が高い製品グループにおいて高関
与の場合より低関与の場合の方が価値変化の傾
向が見られる等，予想を支持する結果は得られ
なかった。しかし，理性の重要性が高いグルー

プにおいてはある程度，予想を支持する結果と
なった。つまり，理性の重要性が高いグループ
において，家計制約の知覚は低関与グループで
ある清涼飲料水の機能的価値を高めていたもの
の，高関与グループである両製品の機能的価値
を大きく高めていた。情緒的価値は機能的価値
の上昇に伴い高まる傾向は見られたが，全体と
して家計制約の知覚は理性の重要性が高いグ
ループに属する製品の機能的価値へ影響を与え
ることが示された。

図表 5　家計制約による製品価値の分析結果
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5．考　　察

　制約要因を用いた調査の分析結果から，制約
の知覚は製品の価値評価に影響を与える要因で
あるとともに，その影響の質と大きさが事前の
製品関与の質的差異に応じて変化する傾向が示
された。つまり制約を知覚した消費者は，すべ
ての製品価値を高めるのではなく，以前から関
心が高く，かつ情緒的関与が高い場合は情緒的
価値を高め，理性的関与が高い場合は機能的価
を高めるといった製品価値の偏向効果を示唆す
る結果を得ることができた。同時に，制約要因
による製品の価値変化への影響は，制約の種類
によって大きく影響を受けることも明らかに
なった。環境制約については，情緒的関与が高
いグループに属する高関与製品の家電と自動車
について情緒的価値が有意に高まる一方で，家
計制約については，機能的関与が高いグループ
に属する高関与製品のビールとパソコンについ
て機能的価値が有意に高まっていた。パソコン
については機能的価値と同程度に情緒的価値も
高まっているが，パソコン製品のA/R比は理性
と情緒の割合がわずかであることを考えると，
理性的関与が高いビールより制約の影響を強く
受けた可能性がある。いずれにせよ，制約要因
の知覚による対象の価値変化のメカニズムを探
るためには，対象の製品関与の質的差異と制約
を知覚させる原因との一致を考えていく必要性
があることがわかった。
　いくつかの個別製品の分析結果を見てみよう。
自動車は環境制約を知覚した場合に自動車に対
する情緒的価値を高める傾向にある。これは，
環境メッセージを意識しない顧客よりも意識し
た顧客の方が，自動車に対して乗ることの楽し
みやデザイン的なユニーク性，社会的満足を満
たすエコ性などを知覚するブランドに魅力を感
じる可能性を示している。同様に，家計制約が
強まると，もともと機能性を重視するビールや
パソコンの評価に対して以前よりも価格意識を
高めたり，その中で優れたパフォーマンスを有

する費用対効果の高いブランドにより魅力を感
じるようになるのではないだろうか。一方，低
関与製品に関しては，情緒的関与が高い文房具
が家計制約のもとで機能的価値を高めたり，機
能性を重視する清涼飲料水が環境制約のもとで
情緒的価値を高め家計制約のもとで機能的価値
を高めるなど，製品自体の質的差異に基づくよ
りも制約の原因の方が大きく価値評価に影響し
ている可能性が示された。元来，低関与製品に
対する消費者のこだわりや関心は低いため，高
関与製品に比べ状況要因の影響を受けやすいと
いう通説と一致した傾向が見られたものと思わ
れる。このように，高関与製品において価値変
化の傾向が見られ，低関与製品において結果が
一致しないという分析結果を踏まえると，顧客
はさまざまな制約要因により製品の入手機会を
制限されるからこそ，選択において自身の関与
が高い製品に対して興味関心を以前より高めた
り，自身の欲求をより強く反映した製品に価値
を知覚するのではないかと考えられる。
　なお，本研究で取り上げた制約要因は，マク
ロ的な購買力を減少させ，カテゴリー横断的に
需要を減少させることによって各製品の希少性
を減じるといった消費抑制に作用する要因であ
る。4）一方，マーケティングにおける希少性が
製品の価値評価を高め，それら個別商品の消費
促進に影響を及ぼす概念として研究が進められ
てきたことを考えると，制約要因を用いた本研
究は一見すると既存研究と相反するように思わ
れる。しかし今回の調査から，製品関与の質的
差異を考慮することによって，制約要因が全体
的には消費抑制に働いたとしても，消費者の関
与が高い製品であれば，企業は以前より当該製
品の消費を促進できる可能性が示された。つま
り，環境制約が強まる状況下では製品の情緒的
価値を強調し，家計制約が強まる状況下では製
品の機能的価値を強調すればよいのである。し
たがって，企業は自社製品に対して消費者が有
する関与のレベルと質を分析し，制約要因が強
まっていく今後に向けてどのような価値を重視
していけばよいかを把握することが有効ではな
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いかと思われる。以上から，コモディティ理論
を用いて製品関与の価値変化のメカニズムを検
証した本研究は，同理論の有効性に一定の貢献
をできたのではないかと考える。

6．おわりに

　本研究では，製品に対する消費者の関心に焦
点をあて，制約要因によってそれら関心が変化
するメカニズムを解明することを目的とした。
その際，制約要因による製品の価値変化を把握
する枠組みとして，Brockによるコモディティ
理論（Brock 1968，1992）のフレームワークを
採用した。コモディティ理論を基盤として発展
した既存の希少性研究をレビューしていく中
で，現在の希少性研究が対象のポジティブな側
面への価値偏向といった同理論の一側面のみに
焦点が当てられており，より包括的なコモディ
ティ理論の枠組みの中で製品の価値変化のメカ
ニズムを捉えることの有効性を強く感じた。本
研究ではそうした問題意識に基づき，オリジナ
ルのコモディティ理論において今まで注目され
てこなかった対象（製品）の質的差異に注目し，
対象の価値変化への影響をより詳細に解明する
ことができた。環境制約や家計制約の様相がま
すます強まる今日，製品価値が変化する大きさ
やその方向性（質）を捉えるコモディティ理論

のフレームワークは今後の製品価値の研究に広
がりをもたらすとともに，製品の同質化に悩む
企業の製品開発マネジャーが自社製品の価値の
方向性を予想する上で示唆ある知見を含んでい
ると思われる。
　一方，本研究は課題も多く残されている。
データ分析は探索的なものにとどまり，予想し
た製品価値の偏向効果は傾向値として見られた
ものの，統計的に十分に証明できたわけではな
い。その1つの原因として，製品の質的差異を
捉えるためにChaudhuri（2006）のARIモデル
を採用したり，製品価値の偏向効果をもたらす
原因として環境要因や家計要因を取り上げるな
ど，今まさに概念の有効性や応用可能性が模索
されている比較的新しい概念が複数入ってし
まったことが考えられる。今後は多くの製品
データを用いてARIモデルの頑健性を高めるこ
とで本研究の周辺的な研究の信頼性を高めた
り，制約要因ごとに個別具体的な製品価値への
影響を探っていくことで，製品の価値変化を捉
えるコモディティ理論の有効性を高めていく必
要があると思われる。

付　記
＊本研究は「東京国際大学平成25年度特別研
究助成費」による研究成果である。研究機会を
与えて下さった本学に対し感謝申し上げる。

注
 1） 日経流通新聞（6月11日）『2014年上半期 製

品番付』より．
 2） 環境メッセージは日本広告機構の資源環境に

ついての広告メッセージを参考に，増税メッ
セージは日本経済新聞3月27日の消費増税の
記事を参考に筆者が作成した．

 3） 本稿の研究仮説は方向性を有しているため片
側検定を用いている．片側検定の妥当性につ
いては阿部（2013）を参照されたい．

 4） 査読の先生からいただいた意見を踏まえて加
筆した．他にも，本論文の内容に関して貴重
な意見を頂いた．御礼申し上げる．
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English Summary

Perception of Constraint Factors and Product Evaluation

̶Mechanism of Product Value Change based on 

the Commodity Theory̶

Ikumi Hiraki

This study is to investigate the mechanism that product value changes based on the framework 

of the commodity theory. According to commodity theory, the product value is affected by not 

only the perception of the product availability but also the qualitative difference of the product. 

In other words, the product value becomes higher by perception of the acquisition difficulty when 

product involvement is high. I investigated whether the value for the product changed using the two 

constraint factors, environmental constraint and family budget constraint, which let you perceive 

product acquisition difficulty. When product involvement is high, as a result of investigation, product 

value tended to increase by the perception of the constraint factor in both message conditions, but 

when product involvement was low, product value did not tend to increase by the perception of the 

constraint factors. In addition, the environmental constraint tended to increase emotional value of the 

product and the family budget constraint tended to increase rational value of the product.

Key Word:  Product Value, Product Involvement, Constraint Factor, Commodity Theory
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